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第１章 緒言 
 
１．３ 研究背景 
 近年の情報化社会の発展は著しいものであり、家庭でも高精細な動画のような大容量
コンテンツの通信が行われるようになった。このような通信トラヒックの増加に伴い
1994 年以来ブロードバンド通信において家庭への光ファイバ通信システム導入
(FTTH : Fiber To The Home)が進められ、今では光通信は我々の身近なものとなって
いる。大容量通信を可能にする技術として例えば高密度波長分割多重通信 (DWDM : 
Dense Wavelength-Division Multiplexing)のような技術が導入され、通信トラヒック
は 2008 年 11 月時点で 988.4Gbps にまでのぼる[1]。 
光通信が発展するとともに携帯電話のように身近なデジタル関連機器においても大
容量の情報のやり取りが欠かせないものとなってきた。従来、このような情報量の増大
に対しては、スケーリング則に則るように LSI などの半導体デバイスを小型化するこ
とで対応してきたが、プリント基板上における電気配線の帯域限界、クロストーク、チ
ャンネル数の増大など、電気回路に頼るやり方では問題も多い[2]。 
 このようなデジタル関連機器においても問題を解決する手段はやはり光通信である。
光を通信手段として利用することで、発熱、ノイズ、クロストークの問題が解消される
ため、今後いっそう増えるであろう通信トラヒックにも対応できると考えられる。 
以上のような背景から光通信には欠かせない、光導波路、発光素子、ルータといった
各光デバイスの低コスト、高性能化が今後は必要となると考えられる。そこで本研究で
は光スイッチ、導波路、波長可変フィルタの作製を試みる。 
 光スイッチでは既存の石英を利用するものに変わり、ポリマーを利用した光スイッチ
の試作を試みる。感光性のポリマーを使用することで石英系に比べ、製造コストを抑え
ることができ、さらに熱光学効果が石英に比べて大きいため、低消費電力、また、スイ
ッチの小型化が見込める。 
また、近年新たな微細加工技術として PBW(Proton Beam Writing)技術が注目を浴
びている。これは PMMA や SU8 といった高分子材料にプロトンビームを照射し、照
射部の材料改質を利用して微細加工を行うものだが、PMMA にプロトンビームを照射
した際に起こる屈折率上昇効果を利用することでマスクレスで導波路形成が可能とな
る。いずれ光スイッチの導波路作製にこの技術を用いることを目標に、まずは光通信に
おいて用いられる 1.55μm 帯の波長域でシングルモードとなる直線導波路の作製を試
みた。 
DWDM においては、複数の波長から必要な波長のみをとりだすフィルタが必要とな
るが、石英と五酸化タンタルとからなる多層膜の性質と、液晶の配向制御による屈折率
変化を利用することで必要な波長をとりだすだけでなく、その波長が電界制御可能な可
変型の波長フィルタを作製することができる。そこで、本研究では波長可変フィルタを
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作製し、さらに素子への光照射による光熱効果を利用し、波長可変フィルタの光制御に
ついても検討を行う。 
 人工的な複合材料や物質（メタマテリアル）において負の屈折が観測されたという報
告があるが、近年では YVO4にような複屈折材料において負の屈折が生じるという報告
がなされ、さらに液晶においてもその効果が観測されたという報告がある[3]。本研究
では液晶を扱った光デバイス作製を試みているが、この負の屈折を利用することで光の
伝搬方向を大きく変えるような素子の作製が可能と考えられるため、負の屈折を利用し
た液晶導波路について作製、評価を行うこととした。 
 
１．２ 研究の目的・概要 
 
１．２．１ ポリマー材料を用いた光スイッチの設計と作製に関する研究 
本研究ではポリマー材料として日本ペイント社の感光性ポリシラン「グラシア」を使
用し、光通信で使用される 1.55μm 波長帯を想定した光スイッチを作製する。特に、
今回は MZ 型のシングルモード導波路を形成し、熱光学効果（Thermal Optical effect）
を利用した光スイッチの作製を試みる。ポリマーは石英系の材料に比べ熱光学効果が大
きいため、消費電力を抑えることができると考えられる。さらに導波路の分岐部分にア
ンテナ結合型 Y 分岐構造をとりいれることで、素子の小型化を見込むことができる。 
NTT 技術ジャーナル[4]を参考にすると、平面型の光スイッチ一素子当たりの電力は
通常 100mW、研究レベルでは 30mW となっている。また、文献[5]から「DWDM 实
システムへの適用には、同一波長の信号光をスイッチングする場合には 30dB 以上の消
光比が必要」という記述より、本研究では 30mW 以下の消費電力で 30dB 以上の消光
比を实現する光スイッチの作製を試みる。 
 
図 1-1 ポリマーを利用した光スイッチ概略図 
 
 
１．２．２ PBW 法による導波路の作製に関する研究 
 PBW（Proton Beam Writing）とは、1997 年ごろより国立シンガポール大学イオン
ビーム応用センターで開発された、プロトンビームを利用した次世代型微細加工技術で
あり、現在ではナノインプリント、あるいはマイクロフルイディクスといった応用面で
盛んに研究がおこなわれている。 
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 一方、高い透過率から導波路材料としてもよく利用される PMMA(Poly methyl 
methacrylate)にプロトンビームを照射すると、分解反応などによりビーム照射部の屈
折率を上げることができる。この性質、また PBW の特長を活かすことでマスクレスで
複雑な導波路構造の作製も可能になると考えられる。 
そこで、本研究では日本原子力研究開発機構と芝浦工業大学との共同研究で、PBW
技術を利用した波長 1.55μm においてシングルモード導波路となる直線導波路の試作
を行う。なお、日本原子力研究開発機構と芝浦工業大学ではプロトンビームの照射エネ
ルギーが異なるため、異なる構造で導波路作製を目指す。 
 
 
図 1-2 PBW を用いた導波路構造（日本原子力研究開発機構） 
 
図 1-3 PBW を用いた導波路構造（芝浦工業大学） 
 
 
１．２．３ 液晶と多層膜を用いた光デバイスの設計と作製に関する研究 
液晶は現在、表示デバイスの材料として活躍しており、腕時計、テレビ、自動車の電
子表示部等に利用されている。液晶を利用したデバイスが利用される背景の一つとして
低電圧、低消費電力動作が可能なことが挙げられるが、これらの特長を光通信デバイス
作製に活かすことも可能である。 
 まず、石英と、高屈折率かつ低損失材料である五酸化タンタルとからなる多層膜を作
製し、光通信において使用される波長 1.55μm 帯において光の伝搬しない波長域（ス
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トップバンド）を持つ素子とする。これを 5μm のギャップで貼り合わせ、ファブリ－
ペロー共振器のミラーとして利用することで、ある波長のみを透過する素子の作製が可
能となる。ギャップに液晶を注入し、電界制御によって液晶分子の配向方向を変えるこ
とで、液晶の屈折率を制御し、ピーク波長のシフトを实現する。以上のような仕組みで、
波長可変フィルタが完成となる。 
 波長可変フィルタは電界制御型が一般的だが、液晶の光熱効果を利用することで、電
界制御ではなく、光照射によって波長可変フィルタを機能させることも可能であると考
えられる。そのため、本研究では作製した波長可変フィルタに対し、入射光強度を変化
させることによる光制御を試みた。 
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(a)ファブリ－ペロー共振器の概略図     (b)波長可変フィルタ特性 
 
 
 
１．２．４ 液晶導波路の設計と作製に関する研究 
液晶の複屈折を利用した新たな現象として、等方性媒質と一軸異方性のネマチック液
晶の界面において負の屈折が観測されるという報告例がある[3]。負の屈折は液晶へ電
界をかけることで通常の屈折に変えることも可能であり、これを利用することで光の伝
搬方向を大きく変え得る光デバイスを作製することが可能になると考えられる。特に、
このデバイス作製方法は波長可変フィルタの作製工程とほぼ同様の手順で可能である
ことから、本研究では波長可変フィルタ作製技術を活かして、光の伝搬方向を大きく変
え得る液晶導波路の作製を試みる。 
図 1.4 ファブリ－ペロー共振器と液晶セルの概略図 
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図 1.5 負の屈折概要  
（負の屈折では入射側に光が曲がる） 
 
１．３ 本論文の構成 
第 1 章は緒言である。 
第 2 章はポリマー材料を用いた光スイッチの設計と作製に関する研究について述べる。 
第 3 章は PBW を利用した光導波路の設計と作製に関する研究について述べる。 
第 4 章は液晶と多層膜を用いた光デバイスの設計と作製に関する研究について述べる。 
第 5 章は結言である。 
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第２章 ポリマー材料を用いた光スイッチの設計と作製に関する研究 
 
２．１ はじめに 
 情報化社会の発展に伴い、通信網だけでなく身近なデジタル機器においても光を利用
する光インターコネクト技術が注目を浴びている。光インターコネクトは距離が長い基
板間の伝送（ボード間）から導入され、その後ボード内、続いて半導体の中（チップ内）
へ導入されるといわれている[2]。 
光通信に使用する材料として石英系の導波路作製方法についてはすでに確立されて
いるが、この場合火炎堆積法と呼ばれる 1000℃以上の高温過程を経なければならず、
より安価な製造過程が必要となっている[2]。一方でポリマー材料は石英に比べ低温過
程（本研究では最高 370℃）で導波路作製が可能なため、その安価な作製工程から将来
の光インターコネクト技術において使用される材料として注目されている。 
实際に光通信を行う場合導波路だけでは通信は不可能であり、発光・受光素子、コネ
クタ、スイッチなど多くの素子や部品が必要となる。本研究ではそのなかで信号の割り
振りを担う光スイッチに着目する。 
光スイッチにも多くの種類があり、ミラーの反射を利用する MEMS 式、ファイバ自
体を動かし光の伝送を ON,OFF する機械式などがあるが、本研究では光スイッチの小
型化、量産化に適した、平面基板上で動作可能な熱光学効果を利用する TO (Thermal 
Optical effect)型光スイッチを作製する。具体的にはポリマー材料として日本ペイント
株式会社の感光性ポリシラン「グラシア」を用いてフォトブリーチング法で MZ (Mach 
Zehnder)型光導波路を作製し、熱光学効果型の光スイッチを試作する。特に、本研究
では、導波路の分岐部において、曲がり導波路を採用し、かつアンテナ結合型と呼ばれ
る、伝搬光を一度クラッド部に放射させ、その後もう一度導波路に結合させるという構
造を分岐部において採用することで素子の小型化を図る。 
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２．１．１ 光スイッチ全体図 
 
 
 
 
 
図 2-1.1 光スイッチ概略図 
 
 本研究で作製する光スイッチ全体図を図 2-1.1 に示す。導波路はマッハツェンダー
（MZ）型導波路となっており、導波路が一度分岐し二手に分かれた後、再び合流する
構造となっている。基板として Si を使用し、その上に導波路材料であるポリマーが成
膜されている。また、導波路上部にはコアに沿ってチタン（Ti）ヒータ及びアルミニウ
ム（Al）電極が積載されている。 
 
 
２．１．２ 光スイッチ動作原理 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2–1.2 MZ 型光スイッチの原理説明図 
 
 導波路材料の温度を変えると、熱光学効果により屈折率が変わるだけでなく、熱膨張
によって、光路長が変化する。図 2-1.2 において A 側から入射した光は分岐点で等分さ
れ、それぞれ導波路Ⅰ、導波路Ⅱを進む。導波路Ⅰ、Ⅱは寸法、屈折率分布は全く等し
A B L 
位相シフタ 分岐点 合波点 
導波路Ⅰ 
導波路Ⅱ 
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く、異なるのは導波路Ⅱに位相シフタが設けられていることである。導波路Ⅱの位相シ
フタに電流を流しても導波路Ⅰの温度が変化しないように導波路Ⅰ、Ⅱの間隔を 310μ
m としている。二つの導波路を通った光は合波点で結合するが、結合直前の位相差は図
2-1.2 で波線をつけた部分で生じたものである。位相差が半波長の奇数倍のとき導波路
Ⅰ，Ⅱを通る光は結合導波路において奇モードが励振され、その後導波路間隔が零にな
ると 1 次モードの光となる。さらに光が進んで単一モード導波路へとなる過程で 1 次モ
ードの光はシングルモード導波路を伝搬できなくなるため、放射され、結局 B に光は
現れない。位相差が波長の整数倍のときは、偶モードが励振され、その後 0 次モード（基
本モード）の光となり、入射光と同じ強度の光が B で観測される。このような原理で
光を透過させる場合とさせない場合のスイッチングが可能となる。 
 
 
２．１．３ 導波路材料「グラシア」 
 導波路材料にポリマーを用いることは既に述べたが、本研究では日本ペイント社の
「グラシア」というフォトブリーチ効果を持った材料を用いる。この材料は従来のフッ
化ポリイミドのようにドライエッチングをすることなしに、スピンコート、露光（紫外
線を当ててその部分の屈折率を変える）、焼成というプロセスだけで導波路を作製でき
る。図 2-1.3 に石英系の光導波路とポリマー光導波路の作製工程を比較したものを示す。
なお、緑は基板、黄色は導波路を表し、黄色の色が濃いほど屈折率が高いことを示す。 
 
 
 
 
図 2-1.3 導波路の作製プロセス 
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 石英を使った場合、レジスト塗布、露光、現像、エッチングを通して導波路完成とな
る。一方、グラシアは露光により屈折率を下げる特性を持っているため、露光だけで導
波路を作製することが可能である。 
 
２．２ 光スイッチの設計とシミュレーション 
 本研究では、導波路構造に二種類の特長がある。具体的には 
①アンテナ結合型 Y 分岐を用いていること 
②曲がり導波路を用いていること 
である。以下、この原理と設計について、シミュレーションを踏まえ説明する。 
 
２．２．１ アンテナ結合型 Y 分岐 
分岐部における放射損失が MZ 型導波路作製においては問題となる。コアとクラッド
の屈折率差を大きくすることで分岐部における放射損失を比較的小さくできるが、導波
光とファイバ光のスポットサイズを合わせる必要性などから単純に屈折率差を設けて
損失低減を図るわけにはいかない。また、光スイッチの応用を考えた際に素子の小型化
の必要性から分岐角は大きいほうがよい。だが、分岐部分における光の損失というもの
は、分岐角度が大きくなるにつれ増大する（図 2-2.1 参照）。 
 
図 2-2.1 分岐角と損失説明図 
このような問題に対し、分岐部を工夫することで単に従来型の Y 字型の分岐部を作
製するよりも低損失で分岐角を大きくすることができる[6]。この工夫がアンテナ結合
型 Y 分岐である。比較のため、図 2-2.2 に従来型 Y 分岐の概略図と光学顕微鏡を使用
して観察した实際のフォトマスクの像を、図 2-2.3 にアンテナ結合型 Y 分岐の概略図、
フォトマスクの像を示す。 
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図 2-2.2 従来型 Y 分岐構造 
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図 2-2.3 アンテナ結合型 Y 分岐構造 
 
このように、アンテナ結合型 Y 分岐では分岐部において導波路が途切れており、光
はクラッド部へと放射される。その際、導波路とクラッドの境界においてスネルの法則
を満たすように光はその伝搬方向を変えるが、クラッド部の屈折率は導波路の屈折率に
比べ低いため、その伝搬方向は導波路の光軸に対して高角度となる。そのため、放射光
の伝搬方向を分岐後の導波路の伝搬方向と整合させることが可能となり、損失低減が可
能となる。 
次に、過去に行われた両導波路の伝搬損失についてのシミュレーション結果を載せる。 
  
２．２．２ アンテナ結合型 Y 分岐の BPM 法による損失評価 
 BPM(Beam Propagation Method)によって得られる正規化された界 E(x,z)に対し、x 
= 0 に関して対称であるような TE0モードの正規化された固有関数φ0の 2 つの導波路
への電力透過率η’は、 
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となる。ここに、xcは分岐後の導波路の中心の座標であり、exp(j k0 n2 sinθ x)は E(x,z)
とφ0(x–xc)の位相面の傾きを補正する項である。η’は積分が z に依存しなくなった所で
評価し、–10log η’で分岐損失を定義する。シミュレーション結果から、分岐損失を計
算した[7]。 
 図 2-2.4 は分岐損失と分岐角の関係である。図 2-2.4 から従来型 Y 分岐の分岐角度 2
θが小さくなる（ゼロに近づく）ほど損失も小さくなっているのに対して、アンテナ結
合型 Y 分岐では分岐角度が 2θ=3°の時一番損失が小さく、分岐角度が 2θ=3°より小
さくなる（ゼロに近づく）と再び損失が増加していることがわかる。 
従来型 Y 分岐の分岐角度 2θ=１°のときの損失と、アンテナ結合型 Y 分岐の分岐角
2θ=3°の時の損失がほぼ等しいことから、低損失で分岐角を大きくでき、結果的に導
波路のサイズを小さくできる。この結果より、導波路作製において分岐角度 2θ=3°の
アンテナ結合型 Y 分岐を用いることとする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2-2.4 導波路のコア幅 2T = 10μm の場合の分岐角度 2θと分岐損失の関係[7] 
 
２．２．３ 曲がり導波路概要 
 ２．２．２節では全て直線で構成された導波路についてその損失について述べたが、
図 2-2.5 のように分岐後―移送シフタ間の導波路に曲率半径を指定した曲がり導波路構
造を取り入れる事で、移送シフタとの交点（図中③）における損失を尐なくすることが
できる。 
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図 2-2.5 曲がり導波路で構成された MZ 型導波路のレイアウト図 
 
 ここで、Ld は直線、Le、Lf は同じ曲率半径の曲線となっている。 
 曲がり導波路設計の際に気をつけなければならないのは図 2-2.5 中の①、②、③の導
波路接続部における電磁界分布の整合である。一般に、光の伝搬には電磁界分布の変形
が大きな影響を及ぼす。電磁界分布は図 2-2.6 のように屈折率分布が y 軸に沿って傾く
と、全体が屈折率の大きいほうに引き寄せられるように y の正方向にずれる。したがっ
て、直線導波路から曲がり導波路に光が入射すると、図 2-2.6（a）に示すようにモード
電磁界分布の中心が一致しないので損失が起きる。これを低減するには、図 2-2.6（b）
のように電磁界分布の中心が一致するように導波路の中心軸をずらして設計する必要
がある。曲率が逆向きの導波路同士を接続する場合も、同様の工夫が必要である。 
 曲がり導波路の軸ずれは BPM でシミュレーションすることで求められる。シミュレ
ーションにより曲がり導波路に入射した光の界分布がグラフ化されるので、その界分布
の中心が導波路の中心座標からどれくらいずれているかをグラフから読み取るという
ものである。曲率が逆の曲がり導波路同士を接続する場合は、前述の軸ずれの値を 2 倍
にした値を軸ずれの値としている。シミュレーションの詳細については過去に当研究室
にて福田俊介氏が行ったものを付録 A にて載せる。このシミュレーションの曲率は实
際にフォトマスクの設計値として採用されているものである。 
以下、軸ずれの値のことをオフセット値と呼ぶことにする。 
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（a）導波路の中心を合わせた場合 
 
（b）界分布の中心を合わせた場合 
図 2-2.6 直線導波路から曲がり導波路への接続部の電磁界分布[7] 
y 
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２．２．４ 曲がり導波路設計 
曲がり導波路の設計のために、図 2-2.5 における Lm（分岐点から分岐点までの長さ）
が計算されている[7]。これを表 2-2.1 に示す。 
 
表 2-2.1 分岐点から対称な分岐点までの長さ（図 2-2.5 の Lm 部）[7] 
 
MZ 型導波路 
分岐角度 
2θ[°] 
曲率半径 
（cm） 
La 
[mm] 
Lb(=Lc) 
[mm] 
Lm の長さ 
（mm） 
アンテナ結合型 
Y 分岐 
3° 
7 14.67 54.53 14.67 
12 17.30 67.70 17.30 
17 19.17 77.03 19.19 
20 20.07 81.55 20.07 
従来型 Y 分岐 1° 17   22.04 
 
 ここで、以下の点を考慮し設計値は決められている。 
・MZ 型導波路はプロセスや实験が容易な 25mm 以下を目安としている。 
・分岐角度は図 2-2.4 の分岐角―損失のグラフから、全て３°としている。 
・位相シフタ部の導波路長は Ls=3mm とする 
・位相シフタ部の導波路間隔は熱の影響がない W=310μm としている。 
・曲率半径は、従来型のY分岐導波路のサイズとほぼ一緒となるR=7cmを最小値とし、 
尐しでも低損失にするために、5cm おきに大きくした R=12cm、R=17cm の MZ 型導
波路、図 2-2.5 の曲がり導波路部 Le を省いた曲率半径 R=20cm となっている。 
表 2-2.2 に BPM 法を用いて得られたそれぞれのオフセット値、損失を示す。作製上
限界に近いサイズの導波路として従来型 Y 分岐で分岐角度 2θ=1°、曲率半径 R=17cm
の MZ 型導波路についても示す。 
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表 2-2.2 設計した MZ 型導波路（１）～（７）のそれぞれの全体の損失 [7] 
 
MZ 型導波路 
分岐角度
2θ  
曲率半径
（cm） 
オフセット
（μ m） 
損失（dB） 
 （１） 
従来型Ｙ分岐 
3° 0 0 4.593 
 （７） 1° 17 0.15 0.1542 
 （２）   
  
アンテナ結合型Ｙ分岐 
  
  
  
  
3° 
  
  
0 0 3.397 
 （３） 7 0.4 0.2041 
 （４） 12 0.22 0.1941 
 （５） 17 0.15 0.175 
 （６） 20 0.1 0.1561 
 
応用を考えた際、損失の目安として 1dB 以下となることが望ましい。表 2-2.2 から、
アンテナ結合型 Y 分岐を用いた曲がり導波路を採用することで、3°という広い分岐角
で曲率半径を 7cm としても、その損失は 1dB 以下となることが分かった。よって、表
2-2.2 における(3)~(7)の導波路と、Ti ヒータ、Al 電極のパターンをフォトマスクにのせ
ることにした。なお、フォトマスクの作製は業者に委託している。 
 
２．２．５ Al 電極と Ti ヒータの設計 
チタン（Ti）ヒータ及びアルミニウム（Al）電極の寸法は、文献[7]を参考にして決
めた。ヒータ、電極（含むパッド）材料の Ti 及び Al はいずれも抵抗加熱式の真空蒸着
で蒸着させる。 
 位相シフタの形状を図 2-2.7 に示す。Ti ヒータの幅はエッチングの段階におけるサイ
ドエッジを考慮し、1μm 余分にとって、11μm としている。厚さ 0.1μm、長さ 2.5mm
でコア直上にできるように位置を合わせた。Al 電極も同様に幅 11μm、厚さ 0.3μm
である。取り回しは図 2-2.7 に示すよう、ヒータとの接続部からコアの直上に 500μm
沿わせた後、コアと直角に曲げ、コアから 100μm 離した後ボンディング用のパッドを
設けた。パッドは 100μm 角とし、厚さは電極と同じく 0.3μm である。 
 コアの直上を 500μm にわたり電極を引き回したのは、導波路加熱をヒータだけでな
くヒータによって温まった電極も使うためである。これはヒータから電極に流れ出す熱
の有効利用である[8]。 
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図 2-2.7 位相シフタ形状概略[7] 
 
 
 
２．３ 試料の作製と評価 
 
２．３．１ 導波路の作製 
導波路は次のような手順で作製される。 
①．Si 基板をアセトン、エタノール、純水という順で超音波洗浄する。フッ酸処理は
せず、酸化膜は付いたままにした。 
②．スピンコーターでグラシアを Si 基板上に貼り付ける。回転数（rpm×秒）は 
1st 800[rpm]×3[s]―2nd 1000×20―3rd 5000×2 とした。 
③．ホットプレートで加熱する（プリベーク）。 
④．試料にフォトマスクを被せ紫外線露光を行う（紫外線が照射された部分の屈折率が
低下する）。 
⑤．マッフル炉で試料を加熱する（ポストベーク）。導波路の下クラッドの完成。 
⑥． ②～⑤の手順を繰り返してコア、上クラッド層を作製し導波路の完成となる。 
下クラッド、コア層、上クラッドの作製において、プリベーク、露光、ポストベーク時
の作製条件を表 2-3.1 に示す。また、作製工程を図 2-3.1 に示す。 
 
100μm 
パッド 
100μm 角 
導波路コア 
500μm 
2.5mm 
ヒータ 
電極 
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表 2-3.1 導波路作製条件 
 
 プリベーク 露光 ポストベーク 
下クラッド 
140℃ 20 分後 
250℃ 30 分 
なし 
140℃ 10 分後 
370℃ 45 分 
コア層 
140℃ 20 分後 
250℃ 30 分 
6 分 
140℃ 10 分後 
350℃ 45 分 
上クラッド 
140℃ 20 分後 
250℃ 30 分 
15 分 
140℃ 10 分後 
350℃ 45 分 
 
プリベークはホットプレートの温度が 140℃になってからサンプルを入れ、20 分ベ
ークを行う。20 分後、サンプルを入れたままホットプレートのセット温度を変え、ベ
ークする。つまり、250℃30 分というベーク条件は上昇温度を含んだ時間となっている。 
ポストベークも同様で、マッフル炉の温度が 140℃となったらサンプルを入れ、それ
以降サンプルをとりだすことなく温度を上げるため、高温過程の 45 分という時間は上
昇時間を含んだものとなっている。 
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※ 下クラッド、コア層、上クラッド、の導波路材料は「感光性ポリシラン“グラシア”」 
 
図 2-3.1 導波路作製工程[7] 
 
  
フォトマスク 
（MZ パターン部以外は透明） 
Si 基板 
下クラッド 
コア層 
紫外線露光 
露光された部分 
（横クラッド） 
露光されなかった部分 
（コア） 
上クラッド 
Si 基板上に下クラッ
ド、コア層を成膜 
フォトマスクを合わせ
紫外線露光 
コア形成 上クラッド成膜 
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 上記の条件で作製された導波路に対し、図 2-3.2 に示すような測定系で近視野像の測
定を行い、評価を行った。 
 
図 2-3.2 近視野像測定系 
 
評価項目は次の三点である。 
①MFD(Mode Field Diameter)の算出 
まず、波長 1550nm のレーザ光を光ファイバに通し、光ファイバからの光を試料の入
射端から入れ、出射端から出た光を顕微鏡を通して ITV カメラで読み取り、パソコン
で光強度をデータ化した。この画像を bmp 形式で保存し、ドットひとつひとつを 256
段階の輝度で振り分けるフリーソフト「bmp2csv」で数値に変換する。その数値の最大
値から 1/e2になるまでの距離を 2 倍した値（Mode Field Diameter : MFD）をグラフ
から読み取り、近視野像のサイズの指標として用いる。 
 
②結合効率の算出 
光デバイスとして光ファイバとの結合を考えるうえで導波路の結合効率を高めること
は重要である。結合効率ηの式は次のように表される[7]。 
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*：複素共役 
ここで、それぞれのパラメータは以下の通りである。 
E(1)、E(2)：それぞれ入射側、出射側導波路の基本モードの横方向電磁界分布関数 
 
  
(2–3.1) 
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図 2–2.3 ２つの導波路同士の突合せ結合 
ここで、本研究は導波路と光ファイバの結合を考えているので、E(1)、E(2)をそれぞれ光
ファイバと導波路の電磁界分布と考える。ここで、簡単化のため近似を用いる（付録 B）。 
付録 B より、求める結合効率ηは、光ファイバ及び導波路の MFD によって与えられ、 
  22212221
22114
yyxx
yxyx
WWWW
WWWW

  
となる。 
 
③シングルモード導波路の確認 
複数のモードが伝搬しうる光導波路においてモード次数 N が大きくなるほど電磁界
のクラッドへのしみだしが顕著になる[7]。光のクラッドへのしみだしが大きいと、实
際問題として外乱の影響を受けやすくなる。結果、金属電極の影響や、導波路表面の凹
凸による散乱によって損失が増大する。そのため、光スイッチをシングルモード導波路
にする必要があると考えられるが、实際の応用を考えた際、必ずしも完全なシングルモ
ード導波路でなくとも高い消光比のスイッチ作製は可能であると言われる。ただ、本研
究ではシングルモードに焦点を絞って实験を行うこととする。 
以上の三項目を考慮し、表 2-3.2 に示す過去に本研究室で測定された近視野像測定結
果を確認する。この結果より、作製した導波路は全てシングルモードであることが分か
る。また、MFD については、曲率半径 R=7cm の導波路が一番結合損失の尐ない値を
とることが分かった。ただ、近視野像測定の際の ITV カメラのパラメータ設定によっ
MFD 値が変わり得ること、また MFD 算出の際に近視野像のサイズが小さすぎて確か
な値が得られているかなど、データを取る際、あるいは MFD 算出の際に気をつけるべ
きことがある。そこで、付録 C に近視野像測定の際の問題点について触れる。 
  
E(1)(x) 
E(2)(x) 
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表 2-3.2 近視野像評価結果[7] 
 
 横方向 MFD 
Wx[μm] 
縦方向 MFD 
Wx[μm] 
伝搬効率η 近視野像 
光ファイバ 9.75 10.5 1 
 
曲率半径 
R=7cm 
10.4 9.6 0.994 
 
曲率半径 
R=12cm 
8 7.5 0.957 
 
曲率半径 
R=17cm 
13 9 0.949 
 
曲率半径 
R=20cm 
9.0 6.0 0.859 
 
 
 
 
２．３．２ Ti 蒸着 
 導波路完成後、図 2-3.2、2-3.3 に示す蒸着装置を用いて試料の上に Ti を蒸着する。
蒸着では、ベルジャー内に試料及び Ti ワイヤーをセットし、ロータリーポンプ及びデ
ィフュージョンポンプでチャンバー内を 10－6Torr 台の高真空にする。この後、外部電
源により Ti ワイヤーに電流を流し、Ti ワイヤーを蒸発させて試料表面に Ti を 0.1μm
堆積させる。蒸着の際、膜厚を知る目安として水晶振動子を用いてその発振周波数から
膜厚を算出している。具体的には 900Hz 分の発振周波数の低下で 0.1μm の膜厚を得
ることができる。 
 蒸着の際注意しなければならないのは、サンプルを試料台（図 2–3.3 の蓄熱ブロック）
に貼りつける際、あらかじめ試料台のサンプル設置部分にまんべんなく Ga を塗ってお
くことである。この上にサンプルを置くことでサンプルと試料台を密着させ、放熱を促
がし、蒸着中の温度変化を抑えることができる。实際、Ga を塗らないまま蒸着を行っ
てしまうとひび割れが目立つが、Ga を塗ることで大きなひび割れは防ぐことができる。 
 今回、Ga 塗布以外のひび割れをなくすアプローチとして、蒸着回数を増やして冷却
23 
 
時間を増やすことを試みた。具体的には従来の 
・400Hz→1 時間置く→500Hz→1 時間置く→取り出し 
という手順を、 
・300Hz→1 時間置く→300Hz→1 時間置く→300Hz→3 時間置く→取り出し 
とすることで、蒸着後、よりサンプルを冷やしてからとりだすというものである。これ
により、真空を破る際の急激な温度変化をなくし、ひび割れが解消できるものと考えた
が、時間を増やしてもあまり期待する結果は見られなかった。そのほか、サンプル設置
場所を変え、Ti ワイヤー－基板間距離の調節をしてみたが、やはり効果はなかった。 
これらのことから、ひび割れは蒸着中に生じているものと考えられ、蒸着中の放熱を
いかによくするかがひび割れをなくすポイントであることが分かった。そして現状では
Ga を塗布することで対応するしかないといえる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2-3.2 蒸着装置全体図[7] 
  
④  G   ③電離真
空計 
メインバルブ   ⑫     ⑧あら引きバル
ブ ⑤ 
コールドトラッ
プ 
チャンバリークバ
ルブ 
⑨ 
RP 用リークバルブ 
⑨ 
⑦ 
① 
ベルジャ  ー
ディフュージョンポンプ 
G ⑩ 
ガイスラー管 
ロータリーポン
プ 
⑪ 
補助バルブ 
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図 2–3.3 ベルジャー内の構造[7] 
PUMP 
フィラメント 
バスケット 
電流導入端子 
シャッタ 
蓄熱ブロック 
水晶振動膜厚計 ヘッド 
観察用ガラス板 
基板 
ガラスベルジャ 
～80ｍｍ 
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２．３．３ Ti エッチング 
 Ti 蒸着後、スピナ（回転数は下クラッド層作製時と同じ）でレジスト(TSMR8900)
を塗布し、プリベーク（80℃ 3 分）を行う。その後、フォトマスクを合わせて 1.4 秒
露光し、現像（NMD3 現像液）する。その後、フッ酸により Ti をエッチングする。エ
ッチングが完了した後、Ti ヒータ上のレジストをアセトンにより剥離させる。こうし
て、Ti ヒータの完成となる。作製過程の概略を図 2–3.4 に示す。 
 なお、今一番の問題となっているのがこの Ti エッチングである。エッチングの際に
ヒータ部の Ti までも剥がれてしまうことが多く、完成するサンプル数が尐ないのが現
状である。そこで、改善案について 2-3.5 節において後述する。 
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Ti 
グラシア 
基板 
TSMR 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
      ①Ti 蒸着                     ②TSMR（レジスト）塗布 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   ③TSMR 露光・現像                ④Ti エッチング 
 
 
 
 
 
 
 
 
   ⑤TSMR 除去 
                 図 2–3.4 ヒータ作製工程 
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Ti 
Al 
グラシア 
基板 
TSMR 
２．３．４ Al 蒸着・エッチング 
 Ti ヒータ作製後、蒸着装置を用いて Al を試料表面に蒸着する。Al の蒸着には図 2–3.3
のベルジャー内構造図のバスケット内に Al の 5mm の玉を入れて蒸発させ、サンプル
表面に 0.3μm 蒸着させる。その後、Al をエッチングする。エッチング作業工程は Ti
の時と同じで、エッチング液のみが異なり、燐酸、硝酸、水を 20:1:1 の割合で混合し
たものを使用して 2～4 分エッチングする。その後、レジストをアセトンにより剥離さ
せる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   ①Al 蒸着                  ②TSMR（レジスト）塗布 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
       ③TSMR（レジスト）露光・現像       ④Al エッチング 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   ⑤TSMR 除去 
図 2–3.5 Al 電極作製
工程 
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２．３．５ スイッチング特性の評価 
 図 2-3.6 にスイッチング特性測定系を示す。これは、図 2-3.2 の近視野像測定系に定
電流源回路をとりつけたものとなっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2-3.6 スイッチング特性評価の概略 
 
スイッチング特性の評価では、まず Al 電極に定電流源により電流を流し、プローブ
間電圧 V1及び抵抗間電圧 V2をテスタで測定する。 
V2を 1kΩで割ると Ti ヒータに流れる電流 I が分かる。その I と V1を掛け合わせるこ
とでヒータ間の電力値 W を求めることができる。定電流源の電流値を上げていき、そ
のときの近視野像を bmp 形式で保存し、フリーソフト「bmp2csv」で数値化し、それ
ぞれの強度の最大値を調べる。このようにして先程のヒータ間電力値 W と光強度の関
係のグラフを作成する。 
まず、過去に得られたスイッチング特性の結果を図 2-3.7 に示す。この結果は、一番
損失の尐ない分岐角 2θ=3 °のアンテナ結合型Ｙ分岐導波路に対するものである。こ
れより、6.8mW の電力で 3.5dB の消光比が得られていることが分かる。1.2.1 で述べ
たように目標値は 30mW 以下であることなので、この 6.8mW という電力値は目標を
達成しているといえる。一方で、消光比に関しては-30dB はほしいところであるので、
まだまだ改善の余地があるといえる。消光比が良好でない原因としては、導波路がシン
グルモードでない可能性や、導波損失が大きいためだと考えられる。 
 
 
  
カ メ ラ 
制御装置 
光ファイバ 
試料 顕微鏡 ITVカメラ 
パソコン 
 
定電流源 
1kΩ 
V1 
V2 
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図 2-3.7 スイッチング特性[7] 
 
次に、昨年度得られた实験結果を示す。昨年度は導波路作製後まではシングルモード
を確認することはできたが、ヒータ設置後、導波路はマルチモード導波路となってしま
った。そのため、近視野像の確認では図 2-3.8 に示すような高次モードが観測された。 
 マルチモードではあるが参考のため、ヒータに電流を流し、スイッチング特性が得ら
れるかどうかを試した。図 2-3.9 にスイッチング特性を示す。スイッチング特性測定に
は光の強度変化が顕著に見られた光（赤い縦線の左側の光）を利用した。この結果をみ
ると、sin カーブのような形になっていることが分かるが、通常、ヒータが OFF (電力
0mW)の状態では近視野像が確認できるはずである。これはマルチモードのため、異な
るモードの光が足し合わされている結果であると考えられる。消光比に注目すると、マ
ルチモードではあるが、10.56[dB]と過去の研究結果より優れていることが分かる。今
後、シングルモードの光スイッチが完成すれば、より優れた消光比を達成できるものと
考えられる。 
 
 
 
 
 
0
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消費電力 12.88mW 
 
消費電力 35.28mW 
図 2-3.8 スイッチング特性評価 近視野像 
 
 
図 2-3.9 スイッチング特性評価 
 
続いて今年度の結果だが、グラシアが手元にない期間が多かったこと、また、私のミ
スで蒸着装置のベルジャーを割ってしまったことにより、数個しかサンプル作製ができ
なかった。その数個のサンプルについては、エッチングの際に Ti ヒータも一緒に剥離
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してしまうということが起きたため、一つとしてシングルモードの光スイッチを作製す
ることはできなかった。 
今後、サンプル作製ができるようになった際、同じミスをしないためにエッチング方
法の改善を提案することにした。従来、Ti のエッチングの際にはフッ酸の中でサンプ
ルをピンセットでつまみ、手で振るというやり方を行っていたが、これでは人によって
エッチングに差が出てしまい、エッチング時間は人の感覚に頼るほかなかった。過去、
このような方法をとっていたのは液中でサンプルを振らないとエッチングができない
ため、という理由からであったが、今年度实際に静かに浸したままエッチングを行った
ところ、Ti が溶けることを確認することができた。そこで今後のエッチング方法を模
索するため蒸着の際にサンプルのほかにもう一枚テストサンプルを用意し、このテスト
サンプルでエッチングに要する時間を測定した。その後このエッチング時間で本番のサ
ンプルについても同様にエッチングを行うと Ti ヒータが剥がれることなくエッチング
ができることが分かったため、今後は毎回テストサンプルでエッチング時間を測り、同
じ時間サンプルをエッチング液に浸漬させることで問題を解決したい。 
 
２．３．６ スイッチング動作に要する温度上昇 
今回、12.88mW において近視野像は最大強度をとり、35.28mW において最大消光比
10.56dB を得ることができた。本節ではこの値を利用して、ヒータの温度を見積もる。
なお、計算は文献[8]を参考にして行う。 
ヒータの温度THはヒータへの電圧印加で発生するジュール熱Q、ヒータの熱抵抗Rw、
電極の熱抵抗 RE、周囲の温度 TAで決定することができ、 
 
A
EW
H T
RR
Q
T 


11
                         (2.3.1) 
と表すことができる。本来であれば RW, REは有限要素法を用いて求めねばならないが、
今回は文献[8]を参考にヒータの熱抵抗 RW にはフッ化ポリイミドの値を用いることと
し、また電極の熱抵抗 RE に金(Au)の熱抵抗を利用することとする。結果、Rw-1 は
0.75[mW/℃・mm]であり、RE-1は 0.17[mW/℃・mm]となり、これを式(2.3.1)に代入す
る。TAを 20[℃]とすれば、Q=12.88[mW]においては 34[℃]、一方で Q=35.28[mW]に
おいては 58.3[℃]となることが分かった。よって、スイッチングに必要な温度上昇は
24.3[℃]であることを見積もることができる。ただ、この計算は实際の光スイッチと比
べ、材料、構造ともに異なるため、あくまで目安でしかなく、今後は有限要素法を用い
てシミュレーションを行う必要があるだろう。過去、スイッチング特性測定中にヒータ
が断線したことがあったため、スイッチング特性測定の際に起こるヒータへのダメージ
を考えるためにも、ヒータ温度の計算が重要となると考えられる。 
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２．４ まとめ 
 ポリマー材料『グラシア』を用いて MZ 型光導波路を作製し、TO 型光スイッチの作
製を試みた。まず、導波路の分岐部分にはアンテナ結合型 Y 分岐を用い、分岐後の導
波路には曲がり導波路を採用し、BPM 法でシミュレーションが行われた。結果、分岐
角度３°という角度で伝搬損失1dBを下回る導波路作製が可能であることが分かった。 
 实際にサンプルを作製すると、Ti ヒータ蒸着前まではシングルモードの光が確認で
きるが、Ti ヒータ、Al 電極蒸着後にはマルチモードとなってしまい、シングルモード
の光スイッチを作製することはできなかった。参考にマルチモード導波路の光スイッチ
に電流を流したところ、近視野像に変化がある部分においては、22.4mW の電力で
10.56[dB]の消光比を確認することができた。今後シングルモード導波路が作製できた
際にはこれ以上の消光比を期待することができると考えられる。 
 今回、Ga 塗布以外のひび割れをなくすアプローチとして、蒸着回数を増やして冷却
時間を増やす、あるいは基板の設置場所を変えることで Ti 分子の堆積時間を変えるこ
とを試みたがどちらも期待する結果を得ることはできなかった。これらのことから、ひ
び割れは蒸着中に生じているものと考えられ、Ti成膜中に放熱をいかによくするかが、
ひび割れをなくすポイントであることが分かった。そして現状では Ga を塗布すること
で対応するしかないと考えている。また、エッチング方法の改善案として、今後は人の
感覚に依らない方法を提案した。これにより、エッチングにおいて、ヒータごと剥がれ
るということがなくなるものと考えられる。 
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第３章 PBW を利用した光導波路の設計と作製に関する研究 
 
３．１ はじめに 
近年の微細加工技術の進展は目覚ましいもので、半導体のメモリ分野では、数十 nm
オーダーの微細加工が必要とされている。各メモリデバイスによる微細化傾向の違いを
表にしたものを文献[9]より引用する。 
 
表 3-1.1 デバイスによる微細化傾向の違い[9] 
 
年 2007 2010 2013 2016 2019 
DRAM ハーフピッチ(nm) 65 45 32 22 16 
フラッシュメモリー 
ハーフピッチ(nm) 
57 40 28 20 14 
コンタクトパターン 
（レジスト上）(nm) 
70 50 35 25 18 
 
このような微細加工を可能にする技術として、EUV リソグラフィ(Extreme Ultraviolet 
Lithography)、電子線描画 (EB : Electron Beam)といったものがあるが、EUV 技術で
は波長13.5nmの軟X線領域の光を利用することで従来の露光技術よりも優れた解像度
で数十 nm オーダーの微細加工が可能となり、半導体集積回路の高集積化に貢献してき
た。EB 露光技術では電子線をサンプルに照射しパターンを形成することでマスクレス
加工が可能となる。そのため、フォトリソグラフィ用のフォトマスクの作製に利用され
る。また、CP (Character Projection, Cell Projection, あるいは、部分図形一括転写) 露
光技術と呼ばれるマスクを利用する方法で微細加工技術が可能となる[10]。 
このように、通信のニーズに合わせて微細加工技術が発展する中、1997 年ごろより、
国立シンガポール大学イオンビーム応用センターにて次世代型微細加工技術として
PBW(Proton Beam Writing)技術の研究が進められてきた。PBW の特徴は①低散乱（高
い直進性）、②高効率である。 
①の低散乱とはプロトンビームが物質内に進入した際に、ビームが横方向に逸れずに
直線的に侵入するというものである（図 3-1 参照）。そして、この侵入深さは加速電圧
でコントロール可能である。 
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図 3-1 プロトンビーム 低散乱特徴説明図 [11] 
そのため、ピラー構造などの高いアスペクト比が必要となる３次元加工において重宝さ
れる。 
②の高効率とは、収率が高いことで尐ない照射量で露光することができるというもの
である。電子ビームと比較し、その効率は数十倍以上である。 
 これらの特徴から PBW はナノインプリントにおけるモールドの形成、マイクロフル
イディクスにおける細胞を成長させる土台の作製等に応用されている[12]。 
 一方でプロトンビームをポリマー材料 PMMA(poly methyl methacrylate)に照射す
ると PMMA 中の主鎖が切断され、圧縮効果が起こり密度が上昇し、ビーム照射部の屈
折率が上昇するという性質がある。この性質を利用することで導波路形成が可能となる。
そこで、本研究では第２章で示したポリマーを用いた光スイッチの作製において、導波
路作製にこの技術を利用することを目標とし、直線導波路の作製と評価を行う。 
 
３．１．１ PBW 装置について 
本研究では共同研究先の日本原子力研究開発機構（JAEA）と芝浦工業大学の PBW
装置を使用してサンプルの作製を行う。図 3-1.1 に日本原子力研究開発機構イオン照射
实験施設(TIARA)内の 3MV シングルエンド加速器とビームラインを示す[13]。左図の
加速管の中には高電圧発生部、RF イオン源があり、そこでプロトン(H+)が生成され、
その後加速管を通ってプロトンビームが放出される。加速器を発射したプロトンビーム
は右図のビームラインを通り、サンプルへと照射される。ビームラインの中にはスリッ
トや、四重極レンズといったビーム電流を調節するもの、あるいはビームの集光に必要
な装置が組み込まれている。 
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図 3-1.1 加速器とビームライン [13] 
 
 表 3-1.1 に国内外の高エネルギーイオン加速器の設置例について、まとめた表を載せ
る[11]。日本原子力研究開発機構では高エネルギーの照射が可能なため、プロトンビー
ムが PMMA を透過する際に起こる反応を利用して導波路を作製する。一方、芝浦工業
大学ではビームエネルギーを抑え、ブラッグピークを導波路とするサンプル作製を行う。
参考のために、図 3-1.2 に加速エネルギーと飛程との関係を示した図を載せる[11]。 
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表 3-1.1 国内外の高エネルギーイオン加速器の設置例[11] 
 
設置場所 
（メーカ） 
サイズ 加速器 
エネルギ
ー 
イオン種 用途 
市販装置 
（神戸製鋼
所） 
1.5m×
5.2m 
HRBS1000 
1.0   
MV 
He+ 高分解能 RBS 
芝浦工業大学
CFM（神戸製
鋼所） 
7m×4m 
シングルエ
ンド加速器 
1.3MV 
H+(He+,N+) 
H2+ 
PBW 専用 
日本原子力研
究開発機構
（日新ＨＶ） 
17m×
24m 
シングルエ
ンド加速器 
3.0MV 
6.0MV 
H+,He+ 
多目的
(PIXE,SEU,PBW) 
国立シンガポ
ール大学
CIBA(HVEE) 
13m×
13m 
シングルエ
ンド加速器 
3.5MV H+,H2+ PBW,PIXE,RBS 
 
 
 
図 3-1.2 加速エネルギーと飛程[11] 
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３．１．２ プロトンビーム照射による PMMA への影響 
 本研究では導波路材料として図 3.1.3 に示すような構造式のポリマー材料
PMMA(poly methyl methacrylate)を利用する。PMMA にプロトンビームを照射する
と主鎖が切断され、圧縮効果が起こり、密度が上昇する。そのため、ビーム照射部の屈
折率が上昇する。この性質を利用することで、導波路の形成も可能となる。 
 
図 3-1.3 PMMA 化学構造式 
 
 プロトン照射による PMMA の屈折率の変化は文献[14]にあるプロトンビーム侵入深
さと屈折率変化の関係を示した図から見積もることができる。図 3-1.4 を見て気がつく
のは、ビーム終端部分において屈折率上昇効果が大きくなっていることである。ビーム
終端部分をブラッグピークと呼ぶが、このブラッグピーク付近においてはビーム透過部
とは異なる反応が起き、屈折率も大きく変化する。具体的には、透過部が分解反応、架
橋反応によってその屈折率を上げるのに対し、ブラッグピークでは水素イオン注入効果
による反応によって屈折率上昇効果が起こる[14]。なお、このブラッグピークを導波路
とする構造については、波長 632.8nm の光に対するマルチモード導波路の研究で成果
が出ている[15]。 
 
 
図 3-1.3 PMMA へのプロトンビーム侵入深さと屈折率変化（2MeV 時）[14] 
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３．２ PBW を利用した光導波路の設計と作製（プロトンビーム透過型） 
 本研究ではプロトンビームが PMMA中を透過する際に引き起こす屈折率変化を利用
した導波路（透過型）、また、ブラッグピークにおける屈折率変化を利用する導波路（埋
め込み型）の作製を行う。まず、本節では透過型の、波長 1.55μm の光に対し、シン
グルモードとなる導波路の作製について述べる。 
 
３．２．１ 作製する光導波路の構造 
３．１節で既に述べたように、日本原子力研究開発機構（JAEA）のイオン照射实験
施設(TIARA)内の 3MV シングルエンド加速器を利用することで、プロトンビーム透過
部における屈折率変化を利用して導波路作製が可能となる。そこで、本研究では図 3-2.1
に示すような構造の導波路を提案、作製した。 
 
※１ メトリコン社製プリズムカプラ Modes2010/M を使用して測定 
(測定波長 1548nm、TE モード) 
※２ [14]参考 
図 3-2.1 導波路構造概要 
 
 基板には Si を用いる。過去、SiO2を基板として使用したこともあったが、導波路の
端面出しのために行うへき開の際、カットがうまくできないことから Si 基板を利用す
るようになった。 
 SiO2層は RF スパッタリングで、PMMA 層はスピンコートで成膜する。SiO2の屈折
率は 1.440、PMMA 非照射部の屈折率は 1.485 となっており、これらの値はプリズム
カプラを使用して測定した实測値である。コアの屈折率は、クラッド部の PMMA に図
3-1.3 を参考に屈折率 0.003 を加えた推定値となっている。 
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３．２．２ PBW 照射条件 
シングルモードが得られたサンプルについてのみ、その照射条件を表 3-2.1 から表
3-2.4 に示す。 
 
表 3-2.1  2009 年 4 月 22 日 PBW 实施 in 高崎 Sample NO.1 
照射エネルギー 1.7MeV 
ドーズ量 100 nC/mm2 
導波路幅 8,9,10μm(設定値) 
導波路長 10mm 
ビーム電流 ～25pA 
照射時間 540 sec/sample 
描画方法 
 
(①→②→③→①・・・の順でビーム照射
位置を変える。その際、ステージは矢印の
方向へ移動し続ける。ステージが一往復し
てビーム照射完了となる) 
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表 3-2.2  2009 年 4 月 22 日 PBW 实施 in 高崎 Sample NO.5 
照射エネルギー 1.7MeV 
ドーズ量 80 nC/mm2 
導波路幅 8,9,10μm 
導波路長 10mm 
ビーム電流 ～25pA 
照射時間 540 sec/sample 
描画方法 
 
（①→②→③→②→①→②・・・の順でビ
ーム照射位置を変える。その際、ステージ
は矢印の方向へ移動し続ける。ステージを
が四往復してビーム照射完了となる） 
 
 
 
表 3-2.3  2009 年 6 月 30 日 PBW 实施 in 高崎 Sample NO.1 
照射エネルギー 1.7MeV 
ドーズ量 100 nC/mm2 
導波路幅 4 , 6 , 8 , 1 0 , 12 , 14 , 16 μm 
導波路長 15mm 
ビーム電流 ～60pA 
照射時間 1750 sec/sample 
照射速度 9sec/15mm 
ビーム径 X:1.5μm  Y:1.0μm 
描画方法 
 
（4μ幅の四角を描くプログラム設定で、
ステージを動かしつつ描いている。ステー
ジを一往復させて導波路を描く） 
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表 3-2.4  2009 年 6 月 30 日 PBW 实施 in 高崎 Sample NO.5 
照射エネルギー 1.7MeV 
ドーズ量 200 nC/mm2 
導波路幅 4 , 6 , 8 , 1 0 , 12 , 14 , 16 μm 
導波路長 15mm 
ビーム電流 ～120pA 
照射時間 1750 sec/sample 
照射速度 9sec/15mm 
ビーム径 X:1.5μm  Y:1.0μm 
描画方法 
 
（4μ幅の四角を描くプログラム設定で、
ステージを動かしつつ描いている。ステー
ジを一往復させて導波路を描く） 
 
 
 
 
 
照射条件において描画方法まで載せたのは、条件により導波光の確認ができる場合と
できない場合とがあるためである。例えば 6 月 30 日 PBW 实施の Sample NO.5 につ
いては 100μm 幅の四角を描くプログラム設定でも描画を行ったが、この場合、図 3-2.2
に示す 10μm 幅の導波路を含めすべての導波路で近視野像を確認することができなか
った。このことから、描画方法も重要なパラメータとなり得ることが分かる。 
 
 
図 3-2.2 0630-NO5 100μm 幅の四角で描画 近視野像 
（描画方法が異なるために近視野像を観測できなかったと思われる） 
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３．２．３ 導波路作製方法 
 導波路作製方法概略を図 3-2.3 に示す。 
 
図 3-2.3 導波路作製方法概略 
 
 3.2.1 節で述べたように、導波路の端面出しのために後でへき開することを考慮し、
基板には Si（20mm2）を用いる。その上に RF スパッタリングで SiO2を 15~20μm 成
膜し、これを下クラッドとする。スパッタ条件を表 3-2.5 に示す。 
表 3-2.5 SiO2スパッタ条件 
プリスパッタ 5[min] 
メインスパッタ 922[min] 
電力 200W 
ガス流量 Ar:10[sccm] 
 
SiO2膜の上に PMMA をスピンコートで成膜し、そこに 3.2.2 節で示した条件でプロ
トンビームの照射を行う。その後、上クラッドとして PMMA を成膜し、導波路の完成
となる。この際、スピンコート、ベーク条件は次のようになっている。 
・1350[rpm] 30[s] 
・ベーク 120[℃] 2 分 
・この工程を 2 回繰り返して 10μm の厚みとなる。 
(１回のスピンコートで、5μm 成膜される) 
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３．２．４ 光学顕微鏡によるサンプルの表面観察 
 作製した導波路の表面、端面を光学顕微鏡で観察した。なお、端面観察にはへき開の
作業が必要となるが、へき開の方法によっては近視野像の観測が出来なくなる。参考の
ために今回行ったへき開の方法を付録 D に載せる。 
 図 3-2.4 から図 3-2.7 に 0422-NO1、0422-NO5、0630-NO1、0630-NO5 について、
光学顕微鏡を使用したサンプル表面観察結果を示す。なお、表面観察は上クラッド形成
前に行っている。 
 
図 3-2.4 0422-NO1 表面観察 
 
図 3-2.5 0422-NO5 表面観察 
 
図 3-2.6 0630-NO1 表面観察 
 
図 3-2.7 0630-NO5 表面観察 
 
 図 3-2.4、図 3-2.5 のサンプル表面観察結果では、わずかに溝を確認することができ
る。これは、プロトンビーム照射による、圧縮効果がおきたために形成されたものであ
る。また、光学顕微鏡の観察から、照射幅は、ほぼ設定値通りの値となっていることが
分かった。 
 また、図 3-2.8 に 0422-NO1 表面観察結果の拡大図を示す。これをみると、13μm
程度の導波路の欠陥があることが分かる。だが、結果的にこのサンプルについてはシン
グルモードを観測することができたので、この程度の欠陥は問題とならないことが分か
る。 
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図 3-2.8 0422-NO1 表面観察結果 拡大図 
 
 続いて、図3-2.9から図3-2.12に光学顕微鏡を使用したサンプル端面観察結果を示す。 
 
図 3-2.9 0422-NO1 端面観察 
 
図 3-2.10 0422-NO5 端面観察 
図 3-2.11 0630-NO1 端面観察 図 3-2.12 0630-NO5 端面観察 
 
 端面観察の結果から、照射部分が明るくなっていることが分かる。光学顕微鏡の端面
観察においてこのように照射部分が明るく見えない場合、ITV カメラでも導波光を観測
することができないことが過去の経験から分かっている。そのため光学顕微鏡の端面観
察は導波路がしっかりと形成されているか、あるいは端面出しに成功しているかを知る
良き指標となる。 
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３．２．５ 近視野像観測結果 
 図 3-2.13 から図 3-2.21 に近視野像測定結果を示す。測定系は第 2 章の図 2-3.2 と同
じものを使用した。なお、6 月 30 日作製のサンプルについては、顕微鏡接眼レンズと
ITV カメラの距離をあけることで像を拡大している。 
 
図 3-2.13 光ファイバ 近視野像 
 
  
図 3-2.14 0422-NO1 8μm 幅 近視野像測定結果 
 
 
  
図 3-2.15 0422-NO1 9μm 幅 近視野像測定結果 
 
  
励振条件を変える 
励振条件を変える 
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図 3-2.16 0422-NO1 10μm 幅 近視野像測定結果 
 
 
 
図 3-2.17 0422-NO5 8μm 幅 近視野像測定結果 
 
 
 
 
図 3-2.18 0422-NO5 9μm 幅 近視野像測定結果 
 
励振条件を変える 
励振条件を変える 
励振条件を変える 
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図 3-2.19 0422-NO5 10μm 幅 近視野像測定結果 
 
 
図 3-2.20 0630-NO1 近視野像測定結果 
（下の近視野像はファイバの先端を導波路からわずかにずらした（励振条件を変えた）
ときの観測結果である。4μm 幅の近視野像はうまく観測できなかったため、今回は載
せていない。また、4 月 22 日作製のサンプル評価方法とは違い、顕微鏡と ITV カメラ
間の距離をあけることで像を拡大している） 
 
 
 
 
励振条件を変える 
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図 3-2.21 0630-NO5 近視野像測定結果 
（下の近視野像はファイバの先端を導波路からわずかにずらした（励振条件を変えた）
ときの観測結果である） 
 
この結果をみると、図 3-2.1 に示すような導波路構造で、シングルモード導波路を作
製することが可能であることが分かった。また、図 3-2.21 では 12μm 導波路幅でシン
グルモードとなっており、図 3-2.22 では 8μm までの導波路のみがシングルモード導
波路となっていることから、ドーズ量が多くなることでシングルモードとなる導波路幅
は狭まることが分かった。 
 
３．２．６ 損失評価 
 0630-NO1のサンプルについては図3-2.23に示すように導波路長の異なるサンプル2
枚をうまくへき開することができた。そこで、この 2 枚のサンプルの導波光強度を比較
することで伝搬損失、結合損失の算出を試みた。 
 
 
図 3-2.23 0630-NO1 サンプル 損失評価に使用 
 
導波光強度の測定は図 2-3.2 の近視野像測定系において、ITVカメラをパワーメータ（光
マルチメータ 安藤電気株式会社 ＡＱ２１４０）に置き換えて行った。この際、サン
プル無しの光強度と各導波光強度とを比較し、損失の評価を行った。結果を図 3-2.24 
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に示す。 
 
 
図 3-2.24 0630-NO1 損失評価結果 
図より、5.2[cm]から 8.3[cm]へと伝搬距離が延びることで損失が大きくなっていること
が分かる。両損失差から伝搬損失は 1.6[dB/mm]と求めることができ、この値から、伝
搬距離 0 における損失を見積もると 5.4[dB]となった。この値は主にファイバからサン
プルへと光が入射する際に生じる損失（結合損失）であると考えられる。文献[15]を参
考にすると伝搬損失は 632.8[nm]帯の波長に対しては 0.14±0.02[dB/mm]という報告が
あり、今回の値と比較すると 10 分の 1 以下の値となっている。この文献は 1550[nm]
の波長に対する文献ではないため比較することは難しいが、導波路構造の違い、入射端
の状態、あるいは照射条件において文献ではドーズ量を 50nC/mm2 としている点など
が損失の差に影響するのかもしれない。今後も引き続き損失評価を行い、再現性を確認
することで損失の値を計算していきたい。 
 
 
３．２．７ 考察 
以下、实験結果から分かったことを列挙していく。 
・図 3-2.1 に示すような導波路構造で、シングルモード導波路を作製することが可能で
あることが分かった。 
・図 3-2.21 では 12μm 導波路幅でシングルモードとなっており、図 3-2.22 では 8μm
までの導波路のみがシングルモード導波路となっていることから、ドーズ量が多くなる
ことでシングルモードとなる導波路幅は狭まることが分かった 
・MFD を計算するには至っていないが、近視野像のサイズはファイバの MFD 値とほ
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ぼ等しいサイズとなっていることが分かった。なお MFD の計算法を検討したので、付
録 E にて詳述する。 
・へき開が失敗し、近視野像が確認できないサンプルが数多くあった。このことから、
へき開の良し悪しで近視野像の光強度も大きく変化するものと考えられる。今後損失の
評価を行う際には全ての試料において結合損失が異なるということを考慮すべきであ
るといえる。 
・6 月 30 日作製の試料 NO5 より、PBW 照射の際には 100μm 幅の四角を描くよりも
4μm 幅の四角を描きながら土台を動かす方が、シングルモードが得やすいということ
がわかった。ただ、評価を行ったサンプル数が尐ないので、再現性があるかどうかはま
だ判断できない。 
・6 月 30 日作製の試料 NO1 において伝搬損失の評価を行ったが、文献[15]において
632.8[nm]帯で測定された損失に比べ、10 倍以上大きな値となった。これは導波路構造
の違い、入射端の状態、照射条件の違いで差によるものと考えられる。今後も引き続き
損失評価を行い、再現性を確認することで損失の値を計算していきたい。 
 
３．３ PBW を利用した光導波路の設計と作製（埋め込み型） 
本節ではプロトンビーム終端部を導波路とする構造で波長 1.55μm の光に対しシン
グルモードとなる導波路作製について述べる。なお、本研究は 2009 年から本格的に始
動した研究であり、まだまだサンプル数も尐なく情報も尐ない状況である。そのため、
今後の参考のためにも過去の照射条件について全て載せることにする。 
 
３．３．１ 作製する光導波路の構造 
 図 3-3.1 に作製する導波路の概要を示す。図において、黄色の n2部分がプロトンビー
ムが透過することで屈折率が上昇した部分であり、赤い n1 の部分がビーム終端部にお
いて屈折率が上昇した部分を示している。 
 
図 3-3.1 埋め込み型導波路 概略図 
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このような埋め込み導波路は 632.8μm 帯の波長で既にシングルモード導波路として
機能することが確かめられている[15]。本研究では、この構造において、ドーズ量、導
波路幅、あるいはその他のパラメータを調節することで、1.55μm の波長の光でシング
ルモードとなる導波路条件の模索を行う。 
 
３．３．２ PBW 照射条件 
埋め込み型導波路については、实際に作製したサンプルの評価結果を受けてその後の
条件を決めている。本節では過去に作製した全てのサンプル作製条件を示す。 
 
表 3-2.1  2009 年 11 月 5 日 PBW 实施 in 芝浦 Sample NO.1,2 
照射エネルギー 1MeV 
ドーズ量  100nC/mm2 
導波路幅 10μm(設定値) 
ビーム電流 80pA 
上クラッド 有り（10μm） 
 
表 3-2.2  2009 年 11 月 25 日 PBW 实施 in 芝浦 Sample NO.3,4 
照射エネルギー 1MeV 
ドーズ量  100nC/mm2 
導波路幅 10μm(設定値) 
ビーム電流 85pA 
ビーム径 2.8μm 
上クラッド 無し 
 
 
表 3-2.3  2009 年 12 月 8 日 PBW 实施 in 芝浦 Sample NO.5, 
照射エネルギー 1MeV 
ドーズ量  30,50,70nC/mm2 
導波路幅 10μm(設定値) 
ビーム電流 10pA 
ビーム径 1.36μm 
上クラッド 無し 
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表 3-2.4  2009 年 12 月 15 日 PBW 实施 in 芝浦 Sample NO.6,7  
照射エネルギー 1MeV 
ドーズ量  30,50,70,90nC/mm2 
導波路幅 10μm(設定値) 
ビーム電流 15pA 
ビーム径 1.33μm 
上クラッド 無し 
 
 
３．３．３ 導波路作製方法 
 埋め込み導波路については、へき開前の状態まで芝浦工業大学で作製していただいて
いる。具体的には、スピンコートで Si 基板上に PMMA 6 回塗り（1 回当たり 5μm 成
膜で、30μm 厚）を行った後、PBW を行っていただいている。それ以降のへき開、表
面観察、近視野像の観察などを本研究室で行う。 
 
３．３．４ 導波路評価結果と考察 
 作製したサンプルの順番（①NO1,2 ②NO3,4 ③NO5 ④NO6,7）にその結果を載
せ、同時に考察を述べていく。 
①NO1,2 評価結果 
サンプル NO1,2 は表 3-2.1 の条件で作製したものだが、このサンプルは上クラッド
まで芝浦工業大学で作製していただいた状態で、こちらに送って頂いたものである。へ
き開の際に NO2 のサンプルは膜が剥がれてしまい、うまく導波光を観測することがで
きなかったので今回は載せていない。NO1 についても、図 3-3.1 の光学顕微鏡による
サンプル表面観察結果からわかるように、一部、膜が剥がれたと思われる個所があった。 
 
図 3-3.1 サンプル NO1 顕微鏡表面観察 
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 端面観察結果を図 3-3.2 に示す。これをみると、端面はきれいにカットできたように
思える。なお、図は導波路が存在していると思われる場所での観測結果である。 
 
図 3-3.2 NO1 顕微鏡端面観察結果 
 ITV カメラで NO1 の近視野像の観測を行った。結果を図 3-3.3 に示す。なお、測定
系は第 2 章の図 2-3.2 と同じものを使用した。 
 
 
 
図 3-3.3 埋め込み導波路 NO1 近視野像測定結果 
 
これをみると、導波光らしき楕円状の光が見られるが、強度が低いこと、また、クラッ
ド部の光も同時に観測されているため、導波路として機能しているとは言えない。 
この結果を受け、次のサンプル NO3,4 では、上クラッドなしの状態で、NO1,2 と同
様の照射条件のサンプルを作製していただいた。 
 
②NO3,4 評価結果 
 NO3,4 の照射条件は NO1,2 の照射条件のままで、上クラッドが付いていない状態の
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ものである。まず、光学顕微鏡によるサンプル端面観察結果を図 3-3.4 に示す。この結
果をみると、NO1 の時とは違い、ビーム照射部分がはっきりと見えていることが分か
る。また、導波路幅は 15μm 程度で、侵入深さは 20μm 程度であることが分かった。
また、ひびらしきものも観測することができた。 
 
図 3-3.4 サンプル NO3,4 顕微鏡端面観察（左：NO3 右：NO4） 
 
 
 図 3-3.5 に NO3 の近視野像を、図 3-3.6 に NO4 の近視野像を示す。 
 
 
図 3-3.5 サンプル NO3 近視野像測定結果 
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図 3-3.6 サンプル NO4 近視野像測定結果 
  
この結果より、NO1 の時のようにクラッド部まで光が洩れていないため、導波路がで
きていることが分かる。ただ、NO3,4 どちらの導波光についても光が分裂しているの
で、この導波路はマルチモードであることが分かる。 
 以上の結果から、NO1 では上クラッドがあったために導波路の閉じ込めが弱く、導
波路として機能しなかったように見える。だが、NO1 は膜が一部はがれていることか
ら、上クラッドが原因で導波路ができなかったと決めつけてしまうのにはまだ早いと思
われる。これについては、今後、上クラッド付きのサンプルについて再び評価を行い確
認する予定である。 
 NO3,4 がマルチモード導波路となっていたことから、NO5,6,7 ではドーズ量を調整
することで屈折率上昇効果を小さくし、シングルモード導波路を作製することを試みた。 
 
③NO5 評価結果 
NO5 は表 3-2.3 の条件で作製したサンプルである。まず光学顕微鏡による端面観察
結果を示す。図 3-3.7 は反射光の、図 3-3.8 は透過光の観測結果である。この結果をみ
ると、導波路幅は 10μm 程度で侵入深さは 15μm 程度となっていることが分かる。ま
た、導波路部分からの透過光がとても弱くなっていることが分かる。 
 
図 3-3.7 反射光観測結果 
 
図 3-3.8 透過光観測結果 
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 ITV カメラで NO5 の観測を行ったが、導波光をうまく観測することができなかった。
やはり端面観察において透過光の確認の際、クラッド部との差がはっきりしていること
が近視野像測定がうまくいくかどうかを左右すると言える。 
 
NO6,7 評価結果 
NO6,7 は表 3-2.4 の条件で作製したサンプルである。図 3-3.9、3-3.10 に光学顕微鏡
による端面観察の結果を示す。測定は反射光を測定している。この結果をみると、どの
導波路も侵入深さは 20μm 程度であり、導波路幅は 10μm 程度であることが分かる。 
 
 
図 3-3.9 NO6 端面観察 反射光測定 
 
図 3-3.10 NO7 端面観察 反射光測定 
 
 
 次に、図 3-3.11、図 3-3.12 に光学顕微鏡による透過光の観測結果を示す。 
 
 
図 3-3.11 NO6 端面観察 透過光測定 
 
図 3-3.12 NO7 端面観察 透過光測定 
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 透過光の観察結果では、NO5 と違い、すべての導波路をはっきりと確認することがで
きた。続いて、ITV カメラの観測結果を図 3-3.13 から 3-3.20 に示す。 
 
図 3-3.13 NO6 ドーズ量 30nC/mm2 近視野像評価結果 
 
 
図 3-3.14 NO6 ドーズ量 50nC/mm2 近視野像評価結果 
 
 
光が分裂しているため、 
マルチモードであると考えられる 
光が分裂しているため、 
マルチモードであると考えられる 
光が分裂しているため、 
マルチモードであると考えられる 
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図 3-3.15 NO6 ドーズ量 70nC/mm2 近視野像評価結果 
 
 
図 3-3.16 NO6 ドーズ量 90nC/mm2 近視野像評価結果 
 
図 3-3.17 NO7 ドーズ量 30nC/mm2 近視野像評価結果 
 
 
図 3-3.18 NO7 ドーズ量 50nC/mm2 近視野像評価結果 
光が分裂しているため、 
マルチモードであると考えられる 
光が分裂しているため、 
マルチモードであると考えられる 
光が分裂しているため、 
マルチモードであると考えられる 
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図 3-3.19 NO7 ドーズ量 70nC/mm2 近視野像評価結果 
 
 
図 3-3.20 NO7 ドーズ量 90nC/mm2 近視野像評価結果 
 
サンプル NO6、NO7 の近視野像の観測結果より、どちらも導波路として機能してい
ることは確認できた。しかし、どのドーズ量の導波路も、マルチモード導波路となって
しまっている。原因として考えられることは、図 3-3.16 NO6 ドーズ量 90nC/mm2の
結果を見るとよくわかるが、照射部分すべてが導波路となっており、ブラッグピークと
透過部とで、屈折率差が無くなっているということである。原因はまだ不明だが、侵入
深さ 20μm の照射部すべてが導波路となってしまっていることで、導波路サイズが大
きいため、マルチモードになってしまっているということが原因の一つとして考えられ
る。 
なお、ITV カメラで近視野像を観察している際にファイバを動かすと、近視野像もそ
れに伴い移動したことからもマルチモードであることが分かる。もし導波路がシングル
モード導波路であれば近視野像はただ暗くなるはずであるが、位置が変わるということ
は、励振条件が変わることで異なるモードの近視野像が見えているということになるた
めである。そのため、今後は導波路幅を狭めることでシングルモード形成を目指す。 
光が分裂しているため、 
マルチモードであると考えられる 
光が分裂しているため、 
マルチモードであると考えられる 
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３．４ まとめと今後の展開 
新たな微細加工技術である PBW 法を利用することで、1.55μm 帯の波長で機能する
シングルモードの直線導波路作製を試みた。共同研究先である日本原子力研究開発機構
ではビームエネルギーが強いため、コアとなる PMMA 層をビームが貫通する際の、分
解、架橋反応を利用することで導波路作製を行った（透過型）。また、芝浦工業大学で
は PMMA 中にブラッグピーク（ビーム終端部）を生じさせ、そこで起こる大きな屈折
率変化により導波路作製を試みた（埋め込み型）。 
 まず、透過型サンプルについてはシングルモード導波路作製に成功した。近視野像の
サイズはファイバの MFD 値である 10μm 程度と考えられるため、ファイバとの整合
性もよいものと考えられる。さらに、導波路幅をパラメータとして振ることでシングル、
マルチモードの境界を確認することができた。最終的には MZ 型光導波路作製を目標と
しているため、今後は曲がり導波路を形成し、損失等を確認する予定である。 
 一方、埋め込み型サンプルについては、マルチモードではあったが、導波光を確認す
ることができた。シングルモード導波路を得るためにドーズ量を尐なくしたものを作製
したが、どれもマルチモード導波路となってしまった。原因として、ブラッグピークだ
けでなくプロトンビーム侵入部全てが導波路となってしまっていることが考えられる。
これは光学顕微鏡による端面観察の様子から、照射部全体が一様に光っていることから
推測した。また、ITV カメラで近視野像を観察している際にファイバを動かすと、近視
野像もそれに伴い動くことからも、導波路はマルチモードであると考えられる。これら
の結果を受け、今後は導波路幅を狭めることでシングルモード形成を目指す。 
 本研究は始まってまだ 1 年と尐ししか経っておらず、まだまだデータ数も尐なく、プ
ロトンビーム照射による屈折率向上効果がどの程度なのかもまだ分かっていない。理論
についてもあまり触れることができていない状況なので、今後は 
・プリズムを使用する、あるいは近視野像観測結果から屈折率上昇値を逆算する 
・BPM(Beam Propagation Method)法等を用いてシングルモード条件を割り出す 
・伝搬損失の評価を行う 
・最適な構造、材料の選定を行う 
といった検討を行う必要があるといえる。 
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第４章 液晶と多層膜を用いた光デバイスの設計と作製 
 
４・１ はじめに 
現在液晶は、テレビ、時計、自動車等の電子表示部に利用されており、我々の身近な
材料となっている。液晶は既に 100 年以上前に発見されており、これまでに、高強度・
高弾性率繊維等の材料系、あるいは細胞膜・DNA 等のバイオに至るまで、幅広く応用
されてきた[17]。そして、近年では光学特性の変化とその低消費電力動作が可能なこと
を利用し、光通信デバイスの材料としての利用への関心が高まっている。  
特に本研究では、高密度波長分割多重通信（DWDM：Dense Wavelength Division 
Multiplexing）において必要となる波長選択素子に着目した。DWDM では一つのファ
イバにいくつもの波長の光を通すため、必要な波長の信号のみをとりだすデバイスが必
要となる。このような光学フィルタは多層膜を利用したファブリ－ペロー共振器を作製
することで实現可能となるが、これに液晶を利用することでチューナブルな波長可変フ
ィルタとなる[18]。このようなフィルタは既に作製報告があるが、本研究室では液晶の
实験を始めて間もないということもあるので、このフィルタの作製を通じて液晶を扱う
实験のノウハウを確立しつつ、液晶を使った新たな光デバイスの作製の模索も行う。 
具体的には Ta2O5/SiO2 多層膜ミラーを用いてファブリ－ペロー共振器を形成し、共
振器のギャップに液晶を満たして波長可変フィルタを作製する。また、通常の電界制御
とともに、今回は光制御についても検討を行う。さらに液晶の複屈折性を利用し、波長
可変フィルタとほぼ同様の作製手順で液晶導波路の作製も試みる。 
 
４．１．１ 液晶について 
液晶とは、液体と固体の中間の性質をもつような物質である。固体、液晶、液体との
関係は、表 4-1.1 のように表すことができる[19]。 
 
表 4-1.1 空間的な一様性の段階的消失‐位置の無秩序化度合[19] 
3 次元的に結晶  通常の結晶 
2 次元的に結晶で、 1 次元的に液体 中間層（液晶） 
1 次元的に結晶で、 2 次元的に液体 〃 
 3 次元的に液体 通常の液体（相） 
 
 液晶は相変化の起源から、温度変化によって液晶が形成されるサーモトロピック液晶、
溶液濃度、温度によって形成されるリオトロピック液晶に分類される。そして分子形状
から棒状分子で形成されるもの（カラミチック）、円盤状分子で形成されるもの（ディ
スコチック）等に分類される。また、相状態からネマチック液晶、スメクチック液晶、
コレステリック液晶などに分類される。 
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本研究では棒状分子で、重心位置の秩序のない、E7(メルク株式会社 N-I 点 58.6℃)
というネマチック液晶を用いて、波長可変フィルタの作製を目指す。ネマチック液晶は
液晶ディスプレイの材料として、工業的にもっともよく用いられている液晶でもある。 
 
４．１．２ 液晶の光学的性質 
 通常、液晶分子はランダムな方向を向いているが、電界を加えることにより配向ベク
トル n をそろえることができる（図 4-1.1 参照）。 
 
そして液晶に光を入射した際、配向ベクトル n と光の電界が垂直か平行かで屈折率は
異なる。この性質を利用することで、電界制御型の光通信素子を作製することができる。
なお、光が n に対して平行に入射して光の電界が n に対して垂直になるときの屈折率
を常光屈折率 noといい、光が n に対して垂直に入射して光の電界が n に対して平行に
なるときの屈折率を異常光屈折率 neという[20]。 
 なお、液晶に印加する電圧は交流である(本研究では矩形波 450Hz)。これは、直流電
圧をかけると電気化学反応が起き、液晶が使用できなくなってしまうためである[21]。 
 
 
 
  
図 4-1.1 液晶分子の配列の概略 
電界 n ： 配向ベクトル
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４．１．３ 液晶の光熱効果 
 本研究で用いるネマチック液晶は図 4-1.2 に示すようにネマチック相と等方相の相転
移温度(NI 転移温度)TNI付近において、温度変化によりその屈折率が変化するという性
質がある[22]。 
 
 
図 4-1.2 光熱効果の概略[22] 
この性質を利用することで、４．１．２節で述べた電界制御ではなく、光制御型のデバ
イス作製が可能になると考えられる。光照射を行った際のネマチック液晶の屈折率を 
Innn 20                 (4-1.1) 
として考える。ここで、n0は光照射前の屈折率、n2は非線形屈折率、I は照射光強度で
ある。図 4-1.2 からわかるように n2は正の値も負の値も取り得る。本研究で用いている
E7 における n2は常光よりも異常光においてその屈折率変化が大きいため、異常光を利
用することで光制御が可能になると考えられる。 
 ネマチック液晶では色素を尐量添加することで一般的な非線形光学材料と比べて（絶
対値が）大きな n2 が得られるため、非線形光学材料として様々な光デバイスへの応用
が試みられている。 
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４．１．４ Ta2O5/SiO2多層膜について  
ある波長域において特別な透過特性を持つ光学フィルタのような光学デバイスを作
製する際、光学薄膜による多層膜を用いることが多い。多層膜フィルタを 2 つの材料で
作製する際、屈折率差が大きい材料であることが好ましい。そこで高密度波長分割多重
（DWDM：Dense Wavelength Division Multiplexing）用多層膜フィルタの材料とし
て多く使われている五酸化タンタル（Ta2O5）は、高屈折率かつ低損失材料として知ら
れている。屈折率は 2.11（λ=1.55μm）、伝搬損失は 0.1dB/mm（λ=1.55μm）であ
る。また屈折率差を出すために、低屈折率材料として、SiO2 は屈折率が 1.45 と低く、
充分な屈折率差が得られ、低損失でもあるので多層膜フィルタとして適した材料である。
实際に、DWDM 用多層膜フィルタの材料として Ta2O5/SiO2の多層膜は多く使われてい
る。 
 
 
４．１．５ ファブリ－ペロー共振器 
 一定領域に特定の波長の光を定在波として閉じ込めた光の共振器は、多重干渉により
非常に鋭い周波数特性をもつ干渉計である。周波数を制御する典型的な素子として、レ
ーザ、波長フィルタなど幅広く利用されている。共振器の中でもファブリ－ペロー共振
器（Fabry-Perot resonator）について説明する。 
 平行に配置されている 2 つの鏡に光が入射する場合を考える。光は反射され、2 つの
鏡を透過することは出来ないと考えられるが、实際には干渉によって特定の波長の光だ
け透過する。この干渉計をファブリ－ペロー共振器と言う。 
 鏡に垂直に光が入射すると、2 つの鏡の間で反射を繰り返す。2 つの鏡の間の距離と
その間の媒質の屈折率の関係から導き出される波長の光が入射すると 0 回反射、2 回反
射、4 回反射・・・し、この重ね合わせの光が透過光となる。鏡の反射率が高いほど、
透過スペクトルは鋭くなる。このように特定の波長の光だけ透過させることが出来る共
振器は、バンドパスフィルタとして応用ができると言える。また、共振器長、もしくは
共振器間の屈折率を可変にすることによって波長可変フィルタや発振波長が可変なレ
ーザへの応用も考えられる[23]。 
図 4-1.3 Ta2O5 /SiO2 多層
膜 
Ta2O5膜
SiO2膜
Ta2O5膜
Npair
SiO2基板
65 
 
 
 
 
４．１．６ 液晶の配向方向の計算方法 
液晶の配向方向を議論する際、微視的構造まで着目する必要はなく、連続体として扱
うことでその配向を計算することができる（液晶の連続体理論）。以下、文献[24][25]
を参考にしながら、ネマチック液晶セルへの電界印加よる配向制御について、その理論
を簡潔に述べる。 
液晶に外的な力が何も働かないとき、液晶分子の長軸方向は全て配向方向に揃うこと
で基底状態、つまり最小エネルギーをとる。この最小エネルギーを F0、配向が場所に
よって変化するような場合のエネルギーを F として 
 drfFF elas0            （4-1.2） 
で定義される felasをフランクの弾性自由エネルギー密度という。このとき、積分は液晶
全体にわたって行われる。液晶の配向方向ベクトル（以下ダイレクター）を n、配向の
歪みを∇n とすると、felas は∇n の関数として表わされ、フランクの弾性自由エネルギ
ー密度は 
2
3
2
02
2
1 )(
2
1
)(
2
1
)(
2
1
nnnnn  KqKKfelas   （4-1.3） 
と表すことができる。ここで、K1、K2、K3 はそれぞれ空間的広がり、ねじれ、曲がり
に関する弾性定数である。ここで、図 4-1.5 のような構造を考える。この場合、電場は
z 方向に加えられており、n は xz 面内で変化するので、n と x 軸のなす角をθとして 
))(sin,0),((cos zz n            (4-1.4) 
と表すことができる。 (4-1.4)を(4-1.3)に代入して 
2
)(
2
1







dz
d
Kfd

                 (4-1.5) 
図 4-1.4 ファブリ－ペロー共振器の構成 
(a) 共振器構造 (b) 透過スペクトルの概略図 
鏡1（r1,t1） 鏡2（r2,t2）
入射光 透過光
共振器長
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図 4-1.5 液晶の配向と電場の向き 
 
 23
2
1 sincos)( KKK           (4-1.6) 
を得る。一方、セルに電場が与えられると、セル内の電気エネルギーは単位断面積当た
り、 
dzf
d
e   02
1
ED
             
(4-1.7) 
のように表すことができる。途中の式は割愛するが、結局 
2
2 )sin(
2
1






 
dz
d
f ae

                    (4-1.8) 
と表すことができる。なお、  ,|| をそれぞれ電場とダイレクターが平行な時の液晶の
比誘電率、電場とダイレクターが垂直な時の液晶の比誘電率とし、   ||a を誘電
率異方性という。図 4-1.5 のような系において、この系が持つ熱量を Q、温度を T で表
わすと、エントロピーS は次式のようになる 
T
Q
S                 (4-1.9) 
熱力学第２法則によれば、系の状態変化によりエントロピーは必ず増大するため、次の
不等式が成り立つ 
QST                              (4-1.10) 
ただし、等温過程とした。次式で状態量 F を定義する。 
TSUF                             (4-1.11) 
F は内部エネルギーU のうち、熱的な作用しかしない部分 TS を除いた、電気的、機械
的仕事に代わり得る部分である。この意味で F を自由エネルギーと呼ぶことができる。
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F の等温過程での変化は 
STUF                          (4-1.12) 
であらわされる。一方、系の内部エネルギーの増加⊿U は系が外部から受け取った熱量
⊿Q と、外部が系にした仕事⊿W との和に等しい(エネルギー保存則、熱力学第一法則)
から、 
QWU                          (4-1.13) 
これを式(4-1.11)に代入すると 
STQWF                      (4-1.14) 
となる。ここで、(4-1.9)の関係から、 
WF                          (4-1.15) 
である。あるいは、 
WFG                          (4-1.16) 
で定義される G を用いると、 
0G                           (4-1.17) 
となる。すなわち、系は G が減尐する向きに変化していくことが分かる。それゆえ、
変化の止んだ平衡状態では G は最小値をとる。今回の系では、F は 
ed FFF                          (4-1.18) 
である。また、W は平衡状態に達するまでに系外の低電圧源がセル（系）にした仕事
であり、 
 





 
d
a dz
dz
d
W
0
2
2 )sin(
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1 
                 (4-1.19) 
                        
と表すことができる。以上より、 
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d
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d
KG
d
a




















 
0
2
2
2
)sin((
2
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
           (4-1.20) 
を最小とするθが配向角となる。θが G を最小にする時、G はθの変動について低留
置をとる。従って、δθを与えたとき、δG は 0 でなければならない。また、z=0,d に
おいて、配向角θ、電位φは 0 とすると、 
dzd
dz
d
dz
d
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d
a 










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

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2
2
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)cossin(            (4-1.21) 
となり、任意の⊿θに対して、必ず式(4-1.21)が成り立つためには 
0cossin
2
2
2







dz
d
dz
d
K a



             (4-1.22) 
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でなければならない。この式が平衡状態のダイレクター配向θを与える方程式と考えて
よい。 
なお、詳細は割愛するが、マクスウェル方程式 div D=0 より、電位φ(z)については次
式が成り立つ。 
 
  0
d
d
d
d
2sin
d
d
sin
2
2
2 
zzz
aa



       (4-1.23) 
ここで、境界条件は 
Vdd  )(,0)0(,)()0( 0  　　　　       (4-1.24) 
である。式(4-1.23) (4-1.24)を差分近似して数値解を求める。まず、z 軸の区間[0,d]を N
等分割し、各点 zj=jh におけるθ、φの値を求めることを考える。ただし、h=d/N,j=0,1,
…,N である。まず、g をθ、あるいはφとして考え、gj=g(zj)とする。液晶層内部の各
点 zjにおける微分係数を次のようにして近似する。gj±1(ただし、j=1,…,N-1)を zjのまわ
りに Taylor 展開して、 
][
!32
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33
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1 hO
dz
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dz
gdh
dz
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jjj zzzz
zz
jj 
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    (4-1.25) 
を得る。ただし、O[hn]は hnおよび、それより高次項の総和である。式(4-1.25)より 
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2
11
2
2 2
~
d
d
h
ggg
z
g jjj
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 

                    (4-1.27) 
を得る。なお、このとき、h は十分小さいとして、O[hn]は無視している。式(4-1.22)と
(4-1.23)の微分係数をそれぞれ式(4-1.26), (4-1.27)の右辺第 1 項で置き換える。境界条件
(4-1.24)に注意して、 
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(4-1.28) 
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(4-1.29) 
を得る。ただし、j=2,…,N-2 である。これらの式を用い、以下のような手順で配向角を
求める。 
・与えられている初期ダイレクター配向 }{ 0j に対する電位分布を求める。 
・ }{ 0j を式(4-1.28)に代入し、解を }{
0
j とする。これを式(4-1.29)右辺に代入する。同
式はθ1,…, θN-1についての方程式になるが、非線形なので、以下の反復手続により解
く。 
・与えられている }{ 0j を右辺に代入して一次方程式とする。 
・解 }{ 1j を再び式(4-1.28)に代入して解く。これを }{
1
j とする。 
・恐らく }{ 1j ≠ }{
0
j であろうから、 }{
1
j 、 }{
1
j を式(4-1.29)右辺に、 }{
1
j を同式左辺
に代入すると等号は成立しなくなる。そこで、 }{ 1j 、 }{
1
j を式(4-1.29)右辺に代入した
ままθjについて解く。 
・解 }{ 2j を式(4-1.28)に代入して解 }{
2
j を求める。 
・ }{ 2j 、 }{
2
j を先程同様、式(4-1.29)両辺に代入してみて等号の成否を調べる。 
・両辺が等しくないなら、 }{ 2j 、 }{
2
j を式(4-1.29)右辺に代入したまま、 }{
3
j を求め
る。 
以上の手続きを両辺の差が所定の値以下になるまで続ける。ただし、集束しない場合に
備えた対策を講じておく。例えば、 }{ 2mj を求める際に、 }{
2m
j を直接式(4-1.29)の右
辺に代入せず、前回の }{ mj を加味して })1{(
1 mj
m
j ss  を代入するなどである。s は
分割数 N、計算速度、安定性などを勘案して調節される。 
11
2
212 cossin)(
4
2   NNN
a
NNN V
K



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４．１．７ 多層膜の光学特性の計算方法 
多層膜の光学特性を解析するには、電気回路モデルを用いる方法があるが、今回は４
×４マトリックス法を用いて計算した。４×４マトリックスは誘電率がある方向（z 方
向）で変わるような媒質内の光の伝搬を扱うのに適している。以下、４×４マトリック
ス法について述べる。 
 MKS 単位系で、マクスウェル方程式は次のように与えられる。 
t
rot



B
E                (4-1.27) 
t
rot



D
H                (4-1.28) 
0Ddiv                 (4-1.29) 
0Bdiv                 (4-1.30) 
ここで、媒質中に電荷、電流は存在しないものとする。媒質が磁性体でなければ、 
ED  0                 
(4-1.31) 
HB 0                 
(4-1.32) 
ここで、ε0、μ0は真空での誘電率と透磁率である。εは比誘電率で、媒質が異方性媒
質であった場合テンソル量となる。(4-1.27)、(4-1.31)から 
t
rot



H
E 0
               
(4-1.33) 
 (4-1.28)、
 
(4-1.31)から 
t
rot



E
H  0
               
(4-1.34) 
を得る。ここで、εは z の関数である。ｘｚ平面の電界と磁界は次のように書ける 
)exp()(0 tixikz x  EE             
(4-1.35) 
)exp()(0 tixikz x HH             
(4-1.36) 
等方性媒質（屈折率 n1）から異方性媒質へ光が入射した場合（図 4-1.6）、z=0 における、
x 方向成分の光の連続性から、kx は次のようになる。 
ix
c
n
k 

sin1
               
(4-1.37) 
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図 4-1.6 等方性媒質から異方性媒質への光の伝搬 
 
式(4-1.35)、(4-1.36)を(4-1.33)、(4-1.34)へ代入する 
)(0
)(
txkiyz
x
xe
z
E
z
Ey
y
E
rot









E
        
(4-1.38) 
)(
00
0
0
txki
x
x xeHi
t
H  



          
 
これより 
x
y
Hi
z
E
00
0



            
(4-1.39) 
を得る。同様にして 
zzx
x HiEik
z
E
000
0 


           
(4-1.40) 
zyx HEk 000               
(4-1.41) 
)( 0130120110
0
zyx
y
EEEi
z
E
 


        
(4-1.42) 
)( 02302202100
0
zyxzx
x EEEiHik
z
H
 


      
(4-1.43) 
)( 03303203100 zyxyx EEEHk           
(4-1.44) 
を得る。式(4-1.42)、(4-1.43)、(4-1.44)で 











333231
232221
131211




                          
(4-1.45) 
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と置き、式(4-1.39)～(4-1.45)から E0z、H0zを消去する。(4-1.42)式 
y
x
z E
k
H 0
0
0


                          
(4-1.46) 
(4-1.44)式 






 oyxy
x
z EEH
k
E 320310
033
0
1


                
(4-1.47) 
を(4-1.40)、(4-1.42)、(4-1.43)へ代入する。 
 yxxyxx EE
ik
H
ik
i
z
E
032031
33
0
033
2
0
0 

 



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
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       (4-1.48) 

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        (4-1.49) 

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E
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


 (4-1.50) 
を得る。(4-1.39)、(4-1.48)、 (4-1.49)、 (4-1.50)を次のようにまとめる 
y
x
y
x
x
xx E
ik
H
ik
iE
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z
E
0
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32
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33
310
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(4-1.54) 
電場、磁場を同じ次元にするために（CGS 単位系を使えばどちらも一緒になる）、
yxyx HHEE 0
2/1
00
2/1
00
2/1
00
2/1
0 ,,,  これを yxyx HHEE 0000
~
,
~
,
~
,
~
とし、 200 /1 c の関係を使
うと、次式を得る。 
y
x
y
x
x
xx E
ik
H
ick
c
iE
ik
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E
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33
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310 ~~~
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(4-1.55) 
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行列表記では 
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(4-1.59) 
となる。電磁場成分からなる列ベクトルをΨ、4 行 4 列の行列をDとおくと、 
 
 
     zz
c
i
z
z
ΨD
Ψ
 




,         (4-1.60) 
 
となる。Dを微分伝播行列という。 
 Dが zに依存しない場合、媒質の厚さをdとすると、  dΨ は 
 
      0exp0 PΨDΨΨ 






c
d
id

,        (4-1.61) 
 
と求めることができる。ここで、Pを伝播行列という。Pは正方行列であることから形
式的にマクローリン展開して、 
 

 














0
!
1
n
n
n
c
di
n
DP

,          (4-1.62) 
 
と書くことができる。上式を用い、収束性を考慮して適当な項まで計算することでDか
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らPを近似的に求めることが可能となる。Dが zに依存する場合は、Dが一定である微
小区間  Δzzz  , において 
 
          zΔzzz
c
Δz
izΔzz ΨPDΨΨ  ,exp 







,       (4-1.63) 
 
を考える。ここで、  Δzz  ,P を局所伝播行列という。これを用いることで、 
 
              0 ,00 ,0 ,2 , ΨFΨPPPΨ dΔzΔzΔzdΔzΔzdd   ,       (4-1.64) 
 
と書くことできる。Fは全体の伝播行列であり、それぞれの位置における局所伝播行列
を計算することで求めることができる。ここで、図 4-1.7 のような媒質を考えると、入
射波、反射波、透過波は次の関係で表すことができる。なお、式の導出については割愛
する。 
 
図 4-1.7 異方性媒体透過光計算の説明図 
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(4-1.65) 
 
(4-1.65)式は 4 元の連立方程式であり、これを解くことにより透過波の電界成分  sp EE tt  , と
反射波の電界成分  sp EE rr  , を入射波の電界成分  sp EE ii  , の関数として求めることができる。
实際に(4-1.65)式を解くと、 
 
     spp EGGGGEGGGG
GGGG
E i8274i6254
2143
r
1


 ,  (4-1.66)
     sps EGGGGEGGGG
GGGG
E i7183i5163
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1


 ,   (4-1.67)
  spspp EGEGELEL
G
E r14r13i12i11
11
t
1
 ,     (4-1.68) 
  spsps EGEGELEL
G
E r34r33i32i31
32
t
1
 ,     (4-1.69) 
となる。ここで、 lmG 及び lmH はそれぞれG及びLの l行m 列成分を表す。また、 
 433233421 GGGGG  ,     (4-1.70)
 241114212 GGGGG  ,     (4-1.71) 
 231113213 GGGGG  ,     (4-1.72) 
 443234424 GGGGG  ,     (4-1.73) 
 211111215 LGLGG  ,     (4-1.74) 
 413231426 LGLGG  ,     (4-1.75) 
 221112217 LGLGG  ,     (4-1.76) 
 423232428 LGLGG  ,     (4-1.77) 
である。 
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４．２ Ta2O5 /SiO2多層膜の設計と作製 
 
４．２．１ 多層膜の設計原理 
多層膜である Ta2O5/SiO2膜厚は、光ファイバ通信でよく使われる波長帯λ=1.55μm
帯の光を透過せずに反射するものを設計する。ブラッグ反射により光の伝搬が禁止され
ることから、そのストップバンド、ひいては膜厚を考えることができる[26]。 
屈折率 n1、厚さ d1の膜と、n2と d2の膜が周期的に積層された構造において、光が伝
搬しない条件は 
 2211 dkdk             (4-2.1) 
とあらわせる。そして、 
)2,1(
2
 ink ii


         (4-2.2) 
であるので 
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 2211
22
dndn          (4-2.3) 
となり、式(4-2.3)を 
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          (4-2.4) 
とわけられ、そして光学膜厚 d は 






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
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2
2
1
1
4
4
n
d
n
d


      
  (4-2.5) 
となる。 
したがって、λ＝1.55μm として、Ta2O5 の屈折率を n1 とすると n1=2.11(λ＝1.55
μm)、SiO2 の屈折率を n2 とし n2=1.45(λ＝1.55μm)と置く。すなわち Ta2O5 の厚さ
d1 と、SiO2 の厚さ d2 はそれぞれ、184nm、267nm と求められる。したがって、多層
膜におけるそれぞれ膜厚を式(4-2.5)で求めた値で作製すると、波長 1.55μm 付近で、
光の透過はなくなり、ミラーのように反射が起きると考えられる。設計におけるシミュ
レーション及び作製においてこの値を用いる。 
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４．２．２ 多層膜の設計シミュレーション 
Ta2O5/SiO2の多層膜の透過スペクトルの計算結果を図 4-2.1 に示す。Ta2O5膜と SiO2
膜の 1 層ずつを１つのペアとして、そのペア数を Npairとしている。 
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図 4-2.1 多層膜の透過スペクトルの計算結果 
 
 層数 Npairの数によって、透過特性が変化しているのが分かる。そして Npairの数が大
きくなるにつれて、ストップバンドにおける透過率が低くなっていることも分かる。す
なわちミラーとして反射が起きている。共振器の性質を得るにはストップバンドにおけ
る透過率が低い方がよいが、層数を増やすとそれだけサンプル作製にかかる時間も多く
なるため、今回は Npair=5～7 の多層膜で波長可変フィルタを作製することにした。 
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４．２．３ 多層膜作製条件 
 Ta2O5 と SiO2 の交互多層膜の作製には RF スパッタリング法を用いた。スパッタ法
を用いると 1 層ずつの制御が簡単であり、多層膜構造になっても単純なプロセスで薄膜
作製が可能である。スパッタターゲットにはTa2O5プレートとSiO2プレートを用いた。
この 2 種類のターゲットを用いて、Ta2O5と SiO2 の交互多層膜を作製した。今回作製
した多層膜は、SiO2基板上に、1 層目として Ta2O5を成膜し、2 層目に SiO2、3 層目に
Ta2O5…を成膜して、Npair＝5~7 で作製した。そして最終層は Ta2O5とした。例として
Npair=6 の場合、全体の層数は 6(Npairのこと)×2(層)＋１(層)＝13(層)となる。 
 スパッタ条件を表 4-2.1 に示す。また、過去に研究室で測定された Ta2O5 膜と SiO2
膜の屈折率を示す。屈折率は、Ta2O5膜は透過スペクトルから、SiO2膜は反射スペクト
ルから算出した。算出法については付録 F を参照されたい。透過スペクトルの測定に
は分光光度計（島津製作所：UV-3101PC）を使用した。 
 
表 4-2.1 スパッタ条件 
ターゲット Ta2O5 SiO2 
RF 電力[W] 300 200 
Ar ガス流量[sccm] 3 10 
O2 ガス流量[sccm] 1 0 
 
 
 
（a）透過スペクトル（Ta2O5） （b）反射スペクトル（SiO2） 
図 4-2.2 Ta2O5の透過スペクトルとSiO2の反射スペクトル 
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（※）文献値の屈折率もあわせて示した。Ta2O5の屈折率[27]。SiO2の屈折率[28] 
 
 このように、表 4-2.1 に示したスパッタ条件で Ta2O5膜と SiO2膜を作製することで、
文献値の屈折率にほぼ近い値での作製が出来ている。したがって、この条件で
Ta2O5/SiO2多層膜を作製する。 
 
（a）屈折率（Ta2O5） （b）屈折率（SiO2） 
図4-2.3 Ta2O5とSiO2の屈折率と文献値 
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４．２．４ 多層膜の光学特性の評価 
 作製した試料の光学特性として透過スペクトルの測定を行った。透過スペクトルの測
定には、分光光度計（島津製作所：UV-3101PC）を使用した。以下に作製した試料の
透過スペクトルを示す。 
 
 
図4-2.4に示した理論値に近い形で波長1.55μm付近においてストップバンドが形成
されたことが確認された。また Npair が大きくなるにつれてストップバンドにおける透
過率が低くなっていることも観測された。したがって波長 1.55μm 付近においてミラ
ーとして使うことができ、ファブリ－ペローの共振器構造のミラーとしても用いること
が出来る。なお結果をみると、Npairが 6 層でも 7 層でも低透過率を实現していること
から、Npair=6 として、サンプル作製を行うこととした。 
  
図 4-2.4 多層膜の透過スペクトル 
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４．３ 液晶と Ta2O5/SiO2多層膜を用いた波長可変フィルタの設計と作製 
 
４．３．１ 液晶波長可変フィルタの設計とシミュレーション 
 作製する液晶セルの概略図を図 4-3.1 に示す。このように SiO2 基板上に作製した多
層膜で液晶を挟む構造となっている。また、この構造は 4.1.5 節でも述べたファブリ－
ペロー共振器構造を用いている。すなわち、両端で挟んでいる多層膜はミラーの作用を
するようになっている。なお、本研究では液晶材料に E7（メルク株式会社 N-I 点
58.6℃)を用いる。 
 
 
図 4-3.1 液晶セル概略 
  
４．３．２ 液晶波長可変フィルタの構造及び作製工程 
 ここで、多層膜を用いた液晶セルの作製手順について述べる。 
①．基板作製 
RF スパッタリング法を用いて図 4-3.2 に示すように SiO2ガラスに多層膜を成膜する。 
① ② ③ 
SiO2基板
Ta2O5/SiO2多層膜
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図 4-3.2 多層膜作製後サンプル写真 
スパッタの際、このサイズでは試料ホルダーを使用することができないため、端をテ
ープで留めて固定する。その際、途中で落ちることの無いよう、しっかりと貼りつける
ことが重要である。 
②．サンプルカット 
スパッタ後、サンプルのカットを行う。縦 10mm,横 20mm のサイズになるよう、ダ
イヤペンを用いて裏面に傷を付けることでカットを行う。基板洗浄の際にカットした部
分で手を切りやすいので、カット部分はやすりを使って削る。 
その後、基板洗浄を以下の手順で行う。 
・洗剤を使い、手で擦って洗う 
・洗剤をよく流した後、きれいなスポンジでこする。これは洗剤を落とすために行う 
・再度よく水道水で流してアセトンにつけ、超音波洗浄を 20 分行う。この際、アセト
ンが蒸発しないよう、ビーカーにアルミをかぶせ、超音波洗浄を行う 
・アセトンを純水で洗い流して、ドライオーブンで 100℃、1h 乾かす 
③．ITO 膜形成 
カットした試料に、それぞれ、透明導電膜を形成する。透明導電膜には ITO 溶剤（技
研科学：GIP-In500EA）を用いる。スピンコートにより ITO 溶剤を塗布しベーキング
を行うことで透明導電膜を作製する。スピンコートにはスピンコータ（MIKASA：
1H-D7）を使用した。ベーキングにおけるソフトベークにはドライオーブン（iuchi：
DO-300）、ハードベークにはマッフル炉（デンケン：KDF S-70）を使用した。スピン
コート及びベーキングの詳細は以下に示す。 
・使用溶剤：ITO 
・スピンコート条件 
1000rpm×3sec+7000rpm×30sec+2000 rpm×2 sec 
・ベーキング条件 
ソフトベーク：100℃×15min 
ハードベーク：500℃×20min 
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ベーク後、テスターを用いて表面の抵抗を測定し、kΩオーダーを示すことを確認する。 
 
④．配向膜形成 
 配向膜の作製には PVA(polyvinyl alcohol)溶液を使用する。まず、電子分析天秤
(Sartorius 株式会社 ME215P)を使用し、質量比が 
純水：PVA 粉末=99:1 
になるように評量を行う。評量後、棒磁石を利用した撹拌器で 6 時間程度混ぜる。 
 次にこの溶液をスピンコートで塗布し、ベーキングを行うことで成膜した。ベーキン
グにはドライオーブンを使用した。PVA 膜のスピンコート及びベーキングの詳細を以
下に示す。 
・使用溶剤：PVA3500 
・スピンコート条件 
2000rpm×20sec 
・ベーキング条件 
100℃×3h 
ベーク後、デシケータなどほこりのつかないところで 30 分放置し、室温まで戻す。 
 
 
⑤．ラビング 
PVA 膜の膜表面を布でラビングをする。一方向に膜表面を擦ることで細かい溝が形
成され、その溝に沿って液晶分子が配向するといわれているが、布で擦ることによって
生じる静電気の影響で配向するともいわれているおり、原因は定かではない。本研究で
はホモジニアス配向を实現するため、基板両側のラビング方向は図のように同一方向と
している。 
 
 
⑥ ⑦ 
液晶注入
ギャップ
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⑥．ギャップ作製 
スペーサー(ガラスファイバ（住田光学ガラス：FT-5、Size：5μm）及び接着剤（セ
メダイン株式会社：CA-185）)を用いて一定のギャップを作製する。この際、干渉縞に
注意し、極力基板中央付近に干渉縞があまりない、つまりギャップが一様である部分を
作るように気をつけることで、共振器としての性質を得やすくなる。接着後は一定の圧
力を加え硬化させる。ギャップサイズは 5μm である。 
⑦．液晶注入 
硬化後、ギャップ中に液晶を注入する。液晶は毛細管現象でセル全体に広がる。液晶
はメルク社製の E7(メルク株式会社 N-I 点 58.6℃)を使用した。 
 
 
⑧．電極作製 
導電性エポキシ接着剤（CHEMTRONICS：CW2400）を用いて ITO 導電膜に電極
部を作製しリード線を取り出す。 
以上で、多層膜を用いた液晶セルの作製は完了となる。そしてリード線から、矩形波
の電圧を印加させることで、液晶の配列の変化を見ることが出来る。 
  
⑧ 
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４．３．３ 液晶波長可変フィルタの光学特性の評価方法 
 4.3.2 節で述べた作製手順によって作製した試料に対する透過率測定を行い、液晶セ
ルに電圧を印加させることで透過特性の変化を測定した。光学測定系を図 4-3.3 に示す。
測定には分光光度計（島津製作所：UV-3101PC）を用いた。分光光度計の試料室に偏
光板と試料をセットし、試料にマルチプログラマブル交流電源(エヌエフ回路設計ブロ
ック：EC1000S)を接続する。そしてプログラマブル電源から矩形波（f=450Hz）の電
圧(Vp-p=0~20V)を印加する。なお、偏光板を通して常光、あるいは異常光となるよう
偏光方向を調整する。サンプル設置の際、干渉縞がない部分を測定することで、共振器
の性質を確認することができる。 
 
 
図 4-3.3 波長可変フィルタ測定系 
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４．３．４ 液晶波長可変フィルタの光学特性評価結果 
 作製した液晶セルの透過スペクトル、ピーク波長のシフトの様子を示す。測定波長は、
共振ピークが現れる 1300～1700nm とした。なお、図 4-3.4 に異常光に対する透過ス
ペクトルを、図 4-3.5 に常光に対する透過スペクトルを示す。 
1300 1350 1400 1450 1500 1550 1600 1650 1700
0
20
40
60
80
100
0
20
40
60
80
100
0
20
40
60
80
100
0
20
40
60
80
100
0
20
40
60
80
100
0
20
40
60
80
100
T
ra
n
sm
it
ta
n
c
e
[%
]
Wavelength[nm]
―　0V
―　2V
―　3V
―　4V
―　10V
―　20V
 
 
 
 
 
 
図 4-3.4 液晶セルの透過スペクトル（異常光、印加電圧 0～20V） 
 
図 4-3.5 液晶セルの透過スペクトル（常光、印加電圧 0～30V） 
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結果をみると、異常光を入射した際、0V で 1555nm（ピーク強度 22.4%）にあったピ
ークが 20Vで 1430nm（ピーク強度 20.13%）の波長にまで移動していることが分かる。
よって、波長可変フィルタの作製に成功したといえる。また、グラフでは示していない
が、1.5V ではシフトは確認されなかったので、しきい値電圧は 1.5～2V の間にあるこ
とが分かる。後で 4.3.5 節で述べるがこの値は理論値に近い値であり、電界印加につい
ても問題はないと思われる。 
 また、常光では 30V まで電圧を印加してもピークのシフトは確認されなかったが、
これは液晶分子がラビング方向に配向している、つまりは電界方向と直行して並んでい
ることを示している。 
 
４．３．５ シミュレーションと結果の比較 
本研究で作製した波長可変フィルタにおいて、最大シフト量が得られているのかを確
認するため、配向分布、透過スペクトルの計算を行い、实験結果と比較した。計算に必
要なパラメータは以下のようにして決定した。 
 
配向分布に必要なパラメータとその決定方法 
①電場とダイレクターが平行な時の液晶の比誘電率ε||、電場とダイレクターが垂直な
時の液晶の比誘電率ε⊥ 
ε||及びε⊥は、实験条件である 450Hz の周波数に対する文献値が見当たらなかったこ
とから、周波数 1kHz、温度 24℃に対する文献値を採用し、ε||、ε⊥とした[29]。 
②液晶の弾性定数 K 
K は配向変化のしきい値電圧と関係があるため、しきい値電圧の实測値と計算値のフィ
ッティングから求めた。文献値が 12～19.5pN となっていたことから[30]、フィッティ
ングはこの範囲に限定して行い、K=19.5pN と決定した。 
 
透過スペクトル計算のための光学定数の決定 
①SiO2膜の厚さ dsと屈折率 ns、Ta2O5膜の厚さ dTと屈折率 nT 
SiO2膜の厚さ dsと屈折率 ns、Ta2O5膜の厚さ dTと屈折率 nTはそれぞれ、４・２・３
節で述べた方法で、それぞれ ds=267nm、ns=1.45、dT=184nm、nT=2.11 とした[31] 
②常光屈折率 no 
比較的波長依存性の小さい noに対して、波長 1550nm、温度 24℃における文献値を採
用し、no=1.50 とした[30,31] 
③液晶(E7)層の厚さ dL 
電圧無印加時の常光に対する透過スペクトルの測定結果とのフィッティングにより、dL
を決定した。具体的には波長 1550nm に最も近い透過ピークの位置が、測定結果と計
算結果とで一致するように決めた。5μm のスペーサを持ち手いることから、5μm 以
上の最小値を採用し、dL=6.08μm とした。 
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④異常光屈折率 ne 
電圧無印加時の異常光に対する透過スペクトルの測定結果とのフィッティングにより、
ne を決定した。具体的には波長 1550nm に最も近い透過ピークの位置が、測定結果と
計算結果とで一致するように決めた。波長 1550nm、温度 24℃に対する neの文献値 1.68
に最も近い値を採用し、ne=1.66 とした[31]。 
 
電圧印加による液晶配向分布のシミュレーション結果を図 4-3.6 に示す。 
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図 4-3.6 液晶配向分布のシミュレーション結果 
 
この結果をみると、電圧が上昇するにつれて、配向角が大きくなっていることが分かる。
また、20V ではほとんどの位置で 90°の傾きとなっており、最大のシフト量が得られ
ることが予想される(实験の最大印加電圧 20V はこれで決定している)。 
 液晶セルにおける光の透過特性、また、電圧印加によるピークシフトについてシミュ
レーションしたものを図 4-3.7 に示す。この際、液晶の配向については液晶配向分布の
シミュレーション結果を使用している。 
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図 4-3.7 ピークシフト シミュレーション結果 
实験結果から、0V のときの 1552nm のピークに着目し、そのシフトの変化を見てい
くと、 
0V→1552nm 
1.7V→1529nm 
2V→1506nm 
3V→1465nm 
4V→1452nm 
10V→1435nm 
20V→1430nm 
にそれぞれピークがある。これより、理論値としては 20V の電圧印加で 122nm のピー
クシフトを实現できると思われる。このグラフにおいて、0V と 1V の傾き角は横軸と
ほぼ重なっている。 
 これを元に図 4-3.8 に实験結果とシミュレーションのシフト量を比較した図を示す。
これをみると、实験値と理論値がほぼ一致していることが分かる。グラフにおいて、シ
フト量は負の値となっているが、これはシフト量が低波長側にシフトすることを示して
いる。これらの結果より、波長可変フィルタの作製に成功したといえる。 
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図 4-3.8 シフトの変化 实測値とシミュレーションの結果 
 
 
４．４ 液晶の光熱効果を用いた波長可変フィルタ 
 4.3 節において波長可変フィルタの作製に成功したことを述べた。4.3 節においては
電界印加によって透過波長のシフトを实現したが、本節では液晶セルに光を照射するこ
とで位相のシフトを实現することを試みる。光で制御が可能となれば液晶セルに透明電
極、リード線などを設ける必要がなくなるため、作製工程の簡略化に加え、セルの小型
化につながるものと考えられる。 
 
４．４．1 光熱効果を用いた波長可変フィルタ評価方法 
図 4-4.1 に測定系を、図 4-4.2 に使用するサンプルの異常光に対する透過率を示す。 
 
図 4-4.1 波長可変フィルタ 光制御測定系 
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図 4-4.2 波長可変フィルタ透過率 
 
光源となるレーザの波長を 1550nm とする。この値は、透過率が最大となる波長を選
ぶことで、尐しの屈折率変化でも透過光の変化を確認できるようにするためである。フ
ァイバを出た光はレンズでコリメートされ、偏光子を通して直線偏光となる（異常光）。
光熱効果を得るには光を集光してパワー密度を上げる必要があるため、レンズを透過し
てから集光位置付近にサンプルを置くこととする。サンプルを透過した光の強度をパワ
ーメータで観測する。レーザ光源の出力を変え、サンプルなし、ありのときのそれぞれ
の光強度を観測することで、透過率を算出する。透過率が変化していれば、それは光熱
効果によるものとなる。以下、具体的な作業手順について述べる。 
①サンプルを設置し、レーザの出力を最大値にして透過光強度が最大となる波長を探す。
なお、波長は光源で調節する。 
②各レーザ出力に対し、サンプル有りの時の光強度 I1を測定する。 
③サンプルを外し、同様にサンプル無しの時の光の強度 I2を測定する 
④透過率 I1/ I2を計算し、グラフ化する 
なお、サンプルを完全な集光位置に設置するのは困難なため、サンプルの位置を光軸方
向に移動させ、①、②、③の 3 点でパワー密度が最も大きい場所をさがしつつ測定を行
った。 
 
４．４．２ 評価結果  
 図 4-4.3 に評価結果を示す。どの位置においても大きな透過率変化を観測することは
できなかった。ただ、位置①については他の位置とは異なり、強度の変化とともにわず
かではあるが透過率が変化している。はじめにレーザの出力を最大にして透過光が最大
強度となるような波長を選んでいるために、レーザ出力が弱まるにつれて光熱効果はな
くなり、屈折率変化が起きて透過率は下がり続けるはずである。だが、結果は光強度が
下がるにつれて一度下がった透過率がまた上昇するものとなった。透過率の変化が大き
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いわけではないので、これが光熱効果による屈折率変化からくるものなのかは今のとこ
ろ判断できていない。今後、より強力なレーザで透過率の変化を測定し、同様の変化を
観測することができるのかを試す予定である。 
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図 4-4.3 波長可変フィルタ光制御評価 
 
 
４．５ 液晶導波路の試作 
 ４．３節において液晶を用いた波長可変フィルタの作製に成功したことは既に述べた。
これは、本研究室において、液晶を利用した光デバイスの作製が可能な環境が整ったこ
とを意味する。そこで、波長可変フィルタ作製の技術を生かし、本節では液晶を利用し
た導波路の作製を試みる。 
 
４．５．１ 液晶導波路について 
 液晶導波路は負の屈折を利用した光デバイスである。過去、YVO4にような複屈折材
料において負の屈折が生じるという報告がなされ、近年では液晶においてもその効果が
観測されている[3]。 
負の屈折が起こる際、液晶材料内において異常光の位相とエネルギーの伝搬方向が異
なる。液晶でこの性質が確認されたのはごく最近（文献[3]は 2006 年）であり、固体と
比較して液晶では光の伝搬方向を電界印加によって容易に制御することが可能なこと
が利点となる。また、液晶では電界印加によって通常の屈折へと変えることも可能であ
る。以下、文献[3]と図 4-5.1 を参考に負の屈折の理論について述べる。 
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図 4-5.1 負の屈折説明図[3] 
 
222
iizix nkk                                (4-5.1) 
となり、液晶中では 
122  tztxtztx kckbkak                          (4-5.2) 
となる。ここで、 
 2222 cossin   eo nna                        (4-5.3) 
 2222 sincos   eo nnb                         (4-5.4) 
 222sin   oe nnc                            (4-5.5) 
である。透過光の波数ベクトル ktは角度 
)/(tan 1, tztxt kk
K                            (4-5.6) 
を決定する。ポインティングベクトルの方向 Sr は z 軸方向であり、kt表面に垂直であ
る。そしてどの点(ktx,ktz)においても次式から求めることができる 
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)//()/(tan , tztxSr kk                          (4-5.7) 
ここで、 
tztxtztxtztx kckbkakkk 
22),(                       (4-5.8) 
である。境界条件 kix=ktx (z=0)と、ktzを ktxで表わすと、(4-5.2)式は 
ieoiiieo
ieoi
t
nncnnnbn
nnbn



sinsin2
sin2
tan
2222
1
,

 k                 (4-5.9) 
iieoeo
iieoeoii
r
nnbnnbn
nnbnncnn



2222
2222
1
,
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

 S                 (4-5.10) 
となる。もし入射角 θiが 0°なら θt,k=0 で、入射角が尐し増えると θt,k も尐し増える。θr,S
の場合は、θi=0 で負の値となり、α≠0,π/2 とし、 
)]cossin/(cossin)[(tan)0( 2222221,  eooeir nnnn 

S
 
となる。θr,Sと入射角の関係をグラフで示す。なお、文献[3]を参考に各パラメータはni=1, 
α=45°,no=1.52, ne=1.74 (at 633nm)となっている。 
 
 
 
図 4-5.2 液晶導波路屈折角特性 
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４．５．２ 液晶導波路作製方法 
石英基板を使用 ITO透明電極成膜 PVA配向膜成膜
ラビング
ギャップ(100μm)を作って
貼り合わせる 液晶注入、
リード線を付ける
エントリーグラスを
付ける
 
図 4-5.3 液晶導波路 
 導波路作製方法を図 4-5.3 に示す。波長可変フィルタの作製方法とほぼ同じで、異な
るのは多層膜を付けないこと、ラビング方向が光軸から 45°の傾きとなっていること、
ギャップが 100μm であること、最後にエントリーグラスを付けることである。このラ
ビング方向は入射角 0°において負の屈折が 7.7°と最大値になるラビング方向が光軸か
ら 49°の傾きの時であり、それに近い値をとっている。エントリーグラスには PVA 配
向膜を成膜し、ラビング方向に合わせてラビングを施している。これによりエントリー
グラス界面付近における液晶のラビング方向を揃えることができると考えられる。 
  
４．５．３ 液晶導波路屈折角測定方法 
 液晶導波路測定系を図 4-5.4 に示す。 
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半導体レーザ
波長635nm
異常光
偏光子レンズ
交流電源
矩形波 450Hz
サンプル
ヒータ
69℃
回転する
入射角を変えつつ、
常温―電圧０Ｖ、２０Ｖ
69℃―電圧０Ｖ、２０Ｖ
で屈折角の測定を行う
 
図 4-5.4 液晶導波路測定系 
 
 光源には波長 635nm の半導体レーザを使用する。レーザは偏光子を通して異常光と
なるような直線偏光となり、レンズで集光されてサンプルへと入射する。サンプルは回
転機構を持つステージ上で固定し、回転台によって光の入射角を変えてゆく。また、ス
テージ上部にヒータを設けることでサンプルを加熱することが可能となっている。これ
は相転移以上の温度（69℃）にまでサンプルを熱することで、光の伝搬方向の変化が散
乱によるものか、屈折によるものかを判断するためである。配向秩序が無くなることで、
液晶は等方性媒質となり、エントリーグラスと液晶の界面において負の屈折率は生じな
くなるものと考えられる。 
 屈折角はデジタルカメラを使用して液晶層入射後の光の伝搬方向を撮影し、PC 上で
見積もった。 
 
４．５．４ 液晶導波路評価結果 
 図 4-5.6, 4-5.7 にそれぞれ常温、相転移温度以上（69℃）のときの光の入射角－屈折
角の変化の様子を示す。 
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図 4-5.6 液晶導波路屈折測定 常温 
 
 
図 4-5.7 液晶導波路屈折角測定 高温（69℃） 
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この結果をみると、常温において電圧の有無で屈折角は平均で約 5°変化しているこ
とが分かる。一方、69℃では電圧印加による変化が約 0.5°となっており、常温での屈折
角の値と比べ、明らかに変わっていることが見てとれる。これは液晶温度が転移温度を
越え、一軸異方性媒質から等方性媒質へと変化したことによる負の屈折の消失を示して
いるといえる。实際、常温において液晶に電界を印加することでも負の屈折はなくなる
と言われているが、常温－20V、69℃－0V、69℃－20V それぞれの条件における平均
屈折角はどれも近い値となっており、これらが通常の屈折角を示している一方で、常温
－0V においてのみ負の屈折の効果が表れていると考えられる。 
今後の課題としては、プロット結果がばらばらとなっており、理論のような線形性を
示していないことから、以下の改善を試みる必要がある。 
・測定中、サンプルの測定箇所によって屈折角が大きく変わってしまうことが確認され
たので、今後は場所に依らない良質なサンプル作製を目指す、あるいは測定中はビーム
入射場所を常に一定に保っておく測定系の確立が必要になると言える。 
・屈折角を見積もる際、デジタルカメラで光の様子を撮影し、PC 上で屈折角を確認す
るという方法をとったが、これでは人の感覚に頼ってしまう点や、誤差が大きく出る恐
れがあるように感じたため、今後はより精密な屈折角測定方法を考案する必要があると
言える。 
 
４．６ まとめ 
 本章では、液晶材料を使用した光通信デバイスとして、波長可変フィルタの作製を試
みた。Ta2O5/SiO2多層膜を RF スパッタリングによって成膜し、光通信において使用さ
れる波長 1550nm 帯でストップバンドを形成するようブラッグ反射の条件を計算して
設計を行った。この多層膜をミラーとして使用したファブリ－ペロー共振器を作製し、
特定の波長のみを透過する素子を作製した。共振器のギャップに液晶を注入し、電圧印
加によって配向を制御し屈折率変化を生じさせ、122nm のピーク波長のシフトを確認
することができた。 
 作製した波長可変フィルタの特性をMATLABで作製したシミュレーションと比較す
ることで、作製したサンプルが理論値通りの特性を示していることを確認した。以上よ
り、波長可変フィルタの試作に成功したといえる。 
 作製した波長可変フィルタは電界印加によって制御するが、液晶への光照射による光
熱効果を利用することでも屈折率変化を起こすことが可能なため、電界を使用せずに光
照射のみで波長可変フィルタを使用することを試みた。实験方法としては、光源のレー
ザ出力を変えつつ、サンプルを設置したときと外した時とで強度を比較し、そこから透
過率を算出することで光熱効果が起こっているのかどうかを確認するという方法をと
った。結果、透過率に変化が観測されたが、期待するほどの変化は見られなかったため、
今後はより出力の大きなレーザ光源を使用して再測定を行う必要があるといえる。 
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 等方性媒質と一軸異方性ネマチック液晶間で負の屈折が生じるという報告例[*]を参考に、
光の伝搬方向を大きく変え得る光導波路の作製を行った。評価の際にはサンプルをヒータ
の上に設置することで E7 の N-I 点 58.6℃以上にサンプルを熱することができるように
した。これにより常温、高温（69℃）それぞれにおける電圧印加による屈折角の変化を
確認した。結果、常温において平均 5°の屈折角の変化を確認し、高温においてはその
屈折角変化が 0.5°と小さくなることを確認することができた。この結果は負の屈折が
生じているかどうかの差を示しているものと思われる。今後は屈折角が場所に依らない
良質なサンプルの作製、あるいは測定系の改善を行う必要があると言える。また、屈折
角の確認方法についても今後はより正確な測定法を考案する必要があるといえる。 
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第５章 結言 
 本研究ではポリマーと液晶材料に着目し、光通信で信号の割り振りを行う光スイッチ、
新たな微細加工技術として注目を浴びている PBW 技術による直線導波路の作製、波長
分割多重通信で使用される波長可変フィルタの試作を行った。 
 
 第２章ではポリマー材料『グラシア』を用いた MZ 型光導波路の TO 型光スイッチの
作製について述べた。まず、導波路の分岐部分にはアンテナ結合型Ｙ分岐を用い、分岐
後の導波路には曲がり導波路を採用し、BPM 法でシミュレーションが行われた。分岐
角度３°という角度で伝搬損失 1dB を下回る導波路の作製に成功している。 
 实際にサンプルを作製すると、Ti ヒータ蒸着前まではシングルモードの光が確認で
きるが、Ti ヒータ、Al 電極蒸着後にはマルチモードとなってしまい、シングルモード
の光スイッチを作製することはできなかった。 
 参考にマルチモード導波路の光スイッチに電流を流したところ、近視野像に変化があ
る部分においては、22.4mW の電力で 10.56[dB]の消光比を確認することができた。今
後シングルモード導波路が作製できた際にはこれ以上の消光比を期待することができ
ると考えられる。 
 
第３章では新たな微細加工技術である PBW 法を利用することで、1.55μm 帯の波長
で機能するシングルモードの直線導波路作製を試みた。共同研究先である日本原子力研
究開発機構ではビームエネルギーが強いため、コアとなる PMMA 層をビームが貫通す
る際の、分解、架橋反応を利用することで導波路作製を行った（以後、透過型）。また、
芝浦工業大学では PMMA 中にブラッグピーク（ビーム終端部）を生じさせ、そこで起
こる大きな屈折率変化により導波路作製を試みた（以後、埋め込み型）。 
 まず、透過型サンプルについてはシングルモード導波路作製に成功した。近視野像の
サイズはファイバの MFD 値である 10μm 程度と考えられるため、ファイバとの整合
性もよいものと考えられる。さらに、導波路幅をパラメータとして振ることでシングル、
マルチモードの境界を確認することができた。最終的には MZ 型光導波路作製を目標と
しているため、今後は曲がり導波路を形成し、損失等を確認する予定である。 
 一方、埋め込み型サンプルについては、マルチモードではあったが、導波光を確認す
ることができた。シングルモード導波路を得るためにドーズ量を尐なくしたものを作製
したが、どれもマルチモード導波路となってしまった。原因として、ブラッグピークだ
けでなくプロトンビーム侵入部全てが導波路となってしまっていることが考えられる。
今後は導波路幅を狭めることでシングルモード形成を目指す。 
 
 第４章では、液晶材料を使用した光通信デバイスとして、波長可変フィルタの作製に
ついて述べた。Ta2O5/SiO2多層膜を RF スパッタリングによって成膜し、光通信におい
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て使用される波長 1550nm 帯でストップバンドを形成するようブラッグ反射の条件を
計算して設計を行った。この多層膜をミラーとして使用したファブリ－ペロー共振器を
作製し、特定の波長のみを透過する素子を作製した。共振器のギャップに液晶を注入し、
電圧印加によって配向を制御し屈折率変化を生じさせ、122nm のピーク波長のシフト
を確認することができた。 
 作製した波長可変フィルタの特性を計算結果と比較することで、作製したサンプルが
理論値通りの特性を示していることを確認した。以上より、波長可変フィルタの試作に
成功したといえる。 
 作製した波長可変フィルタは電界印加によって制御するが、液晶への光照射による光
熱効果を利用することでも屈折率変化を起こすことが理論的には可能なため、電界を使
用せずに光照射のみで波長可変フィルタを使用することを試みた。实験方法としては、
光源のレーザ出力を変えつつ、サンプルを設置したときと外した時とで強度を比較し、
そこから透過率を算出することで光熱効果が起こっているのかどうかを確認するとい
う方法をとった。結果、透過率に変化が観測されたが、期待するほどの変化は見られな
かったため、今後はより出力の大きなレーザ光源を使用して再測定を行う必要があると
いえる。 
 等方性媒質と一軸異方性ネマチック液晶間で負の屈折が生じるという報告例[3]を参考に、
光の伝搬方向を大きく変え得る光導波路の作製を行った。評価の際には常温、それから液
晶層の転移温度以上である高温（69℃）において、電圧印加による屈折角の変化を確認
した。結果、常温において平均 5°の屈折角の変化を確認し、高温においてはその屈折
角変化が 0.5°と小さくなることを確認することができた。この結果は負の屈折が生じ
ているかどうかの差を示しているものと思われる。今後は屈折角が場所に依らない良質
なサンプルの作製、あるいは測定系の改善を行う必要があると言える。また、屈折角の
確認方法についても今後はより正確な測定法を考案する必要があるといえる。 
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付録 A BPM 法によるシミュレーション結果 [7] 
MZ 型導波路の半分のレイアウト図と、MZ 型導波路全体のシミュレーション結果を次の
（１）～（５）に示す。 
 
(１) アンテナ結合型 Y 分岐、分岐角度 2θ=3°、曲率半径 R=7cm、オフセット 0.4μm 
 の曲がり導波路で構成された MZ 型導波路 
 
（a） MZ 型導波路の半分のレイアウト図 
 
（b） MZ 型導波路全体の MZ 型導波路全体の x–z 平面上の界分布|E(x,z)| 
（縦軸の単位は Amplitude、x 及び z 軸の単位はμm）（全体の損失 0.2041 dB） 
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(２) アンテナ結合型 Y 分岐、分岐角度 2θ=3°、曲率半径 R=12cm、オフセット 0.22μm 
 の曲がり導波路で構成された MZ 型導波路 
 
 
（a） MZ 型導波路の半分のレイアウト図 
 
 
（b） MZ 型導波路全体の MZ 型導波路全体の x–z 平面上の界分布|E(x,z)| 
   （縦軸の単位は Amplitude、x 及び z 軸の単位はμm）（全体の損失 0.1941 dB） 
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(３) アンテナ結合型 Y 分岐、分岐角度 2θ=3°、曲率半径 R=17cm、オフセット 0.15μm 
 の曲がり導波路で構成された MZ 型導波路 
 
 
（a） MZ 型導波路の半分のレイアウト図 
 
 
（b） MZ 型導波路全体の MZ 型導波路全体の x–z 平面上の界分布|E(x,z)| 
   （縦軸の単位は Amplitude、x 及び z 軸の単位はμm）（全体の損失 0.1750 dB） 
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(４) アンテナ結合型 Y 分岐、分岐角度 2θ=3°、曲率半径 R=20cm、オフセット 0.1μm 
 の曲がり導波路で構成された MZ 型導波路 
 
 
（a） MZ 型導波路の半分のレイアウト図 
 
 
（b） MZ 型導波路全体の MZ 型導波路全体の x–z 平面上の界分布|E(x,z)| 
   （縦軸の単位は Amplitude、x 及び z 軸の単位はμm）（全体の損失 0.1561 dB） 
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(５) 従来型 Y 分岐、分岐角度 2θ=1°、曲率半径 R=17cm、オフセット 0.15μm 
 の曲がり導波路で構成された MZ 型導波路 
 
 
（a） MZ 型導波路の半分のレイアウト図 
 
 
（b） MZ 型導波路全体の MZ 型導波路全体の x–z 平面上の界分布|E(x,z)| 
   （縦軸の単位は Amplitude、x 及び z 軸の単位はμm）（全体の損失 0.1542 dB） 
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付録 B. 結合効率の導出 
 光導波路内の伝搬モードの電磁界分布はガウス関数で近似することができるので、式（2
–3.1）の E(1)、E(2)をそれぞれガウス関数で近似すると、次のようになる。 
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ここで、それぞれのパラメータは以下の通りである。 
 
wx1：光ファイバの x 軸方向の MFD（モードフィールドダイアミータ） 
wy1：光ファイバの y 軸方向の MFD 
wx2：導波路の x 軸方向の MFD 
wy2：導波路の y 軸方向の MFD 
 
 式(B.1)を式(2–3.1)に代入すると、次のように表される。 
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 ここで、それぞれの部分の計算を行う。 
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(B.3) 
111 
 
ガウス関数の公式[B.2]を用いて、 
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よって結合効率ηは式(B.1)～(B.6)より、 
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付録 C  近視野像測定における問題 
光ファイバからの光を ITV カメラで観測する際、OFF SET 機能を使用しなければプ
ロファイルは図 C-1 に示すようなガウシアン分布にしたがった強度分布を示す。一方、
ITV カメラの OFF SET 機能を使うと強度分布が図 C-2 のように、歪なものとなること
がわかる。そのため MFD 計算の際、OFF SET 機能はノイズ除去に必要な最低限の値
とすべきである。また、Gain を使用することでも強度分布が本来の式とは異なること
が考えられるため使用すべきではない。 
 
  
 
図 C-1 近視野像 OFF SET なし 
 
図 C-2 近視野像 OFF SET あり 
 
もう一点、MFD 算出の際、近視野像をビットマップ形式で保存して強度ごとに数値
化するが、得られた導波光のデータが図 C-3 に示すようなサイズのとき、フリーソフト
「bmp2csv」で各輝度毎に数値化すると図 C-4 のようになる。 
 
 
図 C-3 近視野像測定結果 
（顕微鏡の対物レンズを 40 倍としても、通常の導波光観測ではこの程度の大きさの近
視野像しか観測することができない） 
113 
 
 
図 C-4 「bmp2csv」で図 C-3 の近視野像を数値化したもの 
 
 MFD を求めるために図 C-4 において最大強度から 1/e2となる強度までの距離を見積
もろうとしても Excel 上で数マス程度にしか相当しない。よって 1 マス当たりの距離が
大きく、ここから MFD をここから見積もることは困難であることが分かる。また、付
録 E にて述べている MFD 算出法を实行するときも、図 C-4 のデータ数では誤差が大
きく、正確な MFD 値を求めることはできないと思われる。そのため、ITV カメラ‐接
眼レンズ間を離して像を拡大したが、この方法が正しいのかはまだ確かめられていない。 
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付録 D  へき開 
 図 D1 にへき開の手順を示す。 
 
図 D1 へき開の方法説明図 
 
近視野像を観測する際、へき開に失敗すると導波光を観測することができない。コツ
を以下に列挙する。 
・カッターで傷つける際に力を入れすぎると基板が割れることがあるので注意が必要 
・手順④において、ピンセットの中央に傷がくるように持つ 
・極力ピンセットの先端でサンプルを持つようにする 
・カットした際、PMMA ごと一度に切れる方が、近視野像が確認しやすいように思え
る。 
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付録 E MFD(Mode Field Diameter)の算出 
現状では MFD の算出ができていないが、現状の測定方法とその問題点について述べ
る。まず、MFD の定義について説明する。 
 
図 E1 MFD 説明図 
図 E1 において、近視野像の最大強度を 1 とし、強度がその 1/e2になるまでの距離(図
中の a)が MFD の値となる。シングルモード光ファイバではこの値が 10μm 程度とな
っている。 
 この測定を行う際、より厳密な測定を行うためには、ガウシアン分布と近視野像の測
定結果をフィッティングするという方法をとる。以下に例として、シングルモードファ
イバの MFD 算出方法について述べる。 
シングルモードファイバ MFD 算出方法 
①シングルモードファイバの近視野像をビットマップ形式で保存する 
②ドットひとつひとつを 256 段階の輝度で振り分けるフリーソフト「bmp2csv」で近
視野像のデータを数値化する(エクセルデータとなる) 
③数値化したデータを必要なサイズに切り取る 
④近視野像において、光のない部分（黒い部分）の数値（通常は 20 程度）を全体から
差っ引く。 
⑤測定したデータはγ補正がかかっているため、輝度は本来の電界分布とは異なるもの
となっている。そのため全ての数値を次の式でγ補正前の値に直す。 
255
255
][
6.0







データの値
γ補正前の値
          
（E-1） 
ここで、0.6 という数字がγ値であり、これは ITV カメラ（高性能ビジコンカメラ）の
仕様書から確認した値である。 
⑥ガウシアンの式 















2
2exp
w
r
I              （E-2） 
において、w が MFD の値となるため、この式の I とγ補正前の値を比較し、フィッテ
a 
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ィングを行う。具体的には、図 E2 に示すように中心位置から同じマス目の値同士を比
較する。 
Excel上で観測データ
に色付けしたもの
Excel上でガウシアン分布
に色付けしたもの
中心から同じマス分だけ離れた
データ同士を比較する
 
図 E2 MFD 計算方法 
この際、比較には最小二乗法を用いる。 
2
min
),(),(  jiYjiYV f           （E-3） 
ここでΣは全てのマス目で比較することを意味し Y(i,j)は中心から横 i 番目、縦 j 番目の
マスのガウシアン分布の強度を示している。同様に Yf(i,j)は中心から横 i 番目、縦 j 番
目の近視野像の輝度値を示す。この V が最小となるような値を求める。 
 なお、(E-2)のガウシアン分布の計算式のままではエクセル上での距離を指定するこ
とができない。そこで、次のような工夫をした。 















 





 

22
22exp
yx w
Bi
w
Ai
I           （E-4） 
ここで、A,B はそれぞれエクセル上で行方向に対する 1 マス当たりの距離、列方向に対
する 1 マス当たりの距離を示す値である。この値は、ファイバの近視野像測定時に、測
定系を変えずにマイクロメータを画面上に映し出し、スケールを決める、あるいはファ
イバの位置をステージの調節目盛で動かし、实際に画面上で動いた距離と照らし合わせ
る等の方法で求めることができる。 
 こうして計算した I を式（E-3）の Yf(i,j)とし、V を最小とする wx, wyを求める。作
業としては wx,wyを適当に当てはめていき、V が最小となるような wx,wyを探すという
ものになるが、この際、Excel の Visual Basic を使用する。なお、wx,wyを 2 倍したも
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のが MFD となることに注意が必要である。 
 
問題点 
 ファイバの MFD は 10μm ということが分かっているので、ファイバの近視野像とガ
ウシアンとのフィッティングの結果から求められるMFDの値もこの付近とならなけれ
ばならない。だが、現状ではどうしても 10μm よりも大きい値が出てしまう。以下、現
状で考えられる問題点について列挙する。 
・近視野像とガウシアン分布のフィッティングを行うにはある程度大きな近視野像を観
測する必要がある。そのため、現状では ITV カメラ―接眼レンズ間距離を大きくし、
ファイバ－対物レンズ間距離をピントが合うような距離にして倍率を上げ、像を拡大さ
せている。ただ、この方法で問題ないのかはまだ確かめてはいない。 
・観測する近視野像の明るさによって、MFD が異なるという結果が得られた。傾向と
しては光が弱い場合に MFD が小さくなり、逆に光が強いと MFD は大きい値を示した。
ただ、再現性がないためにこの傾向についても確信を持てるものではない。 
・MFD の規格値が 750μm から 850μm と分かっている He-Ne レーザに対してフィッ
ティングを行ったところ、フィッティングによる MFD 値は規格値の範囲内となった。
これより、計算過程自体に問題はないということが分かった。また、He-Ne レーザの
測定の際にはレンズを使用していないため、レンズを使用した測定系に問題があると思
われる。 
以上の点から、まずは ITV カメラ-接眼レンズを離して拡大させる方法が正しいのか
どうかを確認する、あるいは対物レンズの倍率を上げる必要があると言える。 
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付録 F 屈折率算出方法 
本研究における屈折率の算出方法を以下に示す。 
まず、作製した薄膜の屈折率が、基板やそれを挟む他の材料（主に空気）とどのよう
な関係になっているのかを知っておく必要がある。今回用いた材料に関しては、各種物
性事典等に記載されているものを参考として、その差について比較した。 
基板、薄膜、他の材料（主に空気）の順に屈折率をそれぞれｎ０、ｎ１、ｎ２とすると、 
ｎ０＜ｎ１＞ｎ２ となることが分かる。 
次に、透過率の測定結果をグラフにしたものを用意する。図 F1 に透過率のグラフを
示す。 
 
図 F1 透過率 
 
これを見ると、透過率の高い波長域において共振（リップル）が存在していることが
分かる。これは、試料中で透過・反射を繰り返し、透過してきた光の光路長が、波長の
整数倍となって透過光を強めることが原因である。 
この極大値、極小値を用いて屈折率の計算を行う。 
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各極大、極小値における波長をとり、その波長の逆数を横軸、極大値を偶数次、極小値
を奇数次として、波長の長いほうから順に短いほうへとその次数を縦軸のパラメータと
して割り振る。図 F2 にその様子を示す。 
 
図 F2 次数決定 
 
このとき作製された曲線の近似線が、縦軸、横軸の 0（原点）と交わるようにそれぞ
れに与えた値を調節する。それが屈折率を決定する際の次数 m となる。 
以下にその式を示す。 
 
d
mm
n
4
λ
  （m：次数） 
 
d は膜厚である。これによって、各波長での屈折率を計算する。 
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グラフにしたものを図 F3 に示す。 
 
 
図 F3 屈折率 
 
 
 
